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わか国初の「旧Otonデリッククレーンによる原子炉圧力容器のつり込み（柏崎・刈羽1号機）

OA、　FA、ロボット…と、エレクトロニクスを中心と

する先端技術の急激な進歩によって、私たちの周囲は

ますます自動化が進み、生活のかたちも大きく変わろ

うとしています。この発展し続ける私たちの社会を支

えていく上で、常に欠かすことのできないのが、それ

に対応した新しいエネルギーの確保です。

東芝は総合電機メーカーとしての技術力を活かして、

いま最も有力なエネノレギーである原子力の開発に全力

を傾けています。

東芝原子力発電設備
株式会社東芝原子力事業本部
〒100東京都千代田区内幸町H－6（日比谷電電ビル）電話03（597）2068（ダイヤルイン）
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先端技術をくらしの中に…E＆Eの東芝



原子力開発に貢献する
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緊核燃料開発事業団殿、日本原子力

　研究所殿、その他原子力関係諸

　機関の原子力開発に積極的に

　貢献しております。
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先進の技術IHI

エネルギー界に貢献する
　　　　　　　　IHIの原子力開発

原子燃料サイクル技術の確立にIHIは、

　　　　　　全社一丸となって取り組んでいま凱

膜等燃料サイクル蘭連技繕

高レベル廃棄物取扱技術　難

高レベル廃棄物貯蔵技術

遠隔保守技術

遠隔除染技術

TRU取扱技術

　　　　　　　　高レベル廃棄物貯蔵試験装置

IHI計時難欝嘗辮（・一5
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その女　性、イ頼性の決め手となるセラックフィルター

1も、60年間、積極的1セラックの技術を追求して来た

　　　　　　世界的な階子技術のノウ　ウが生かされています。
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高い技術で原子力産業の
発展に貢献する三菱金属。

ジルカロイ被覆管

耐食耐熱・耐摩耗合金

∴三菱盆層　　ぽ躍纒畷覇薦麗麗灘躍國
東京支店〒105東京都港区、兵松町2－41（世界貿易センターヒル30階）管東京（03）435－4662
名古屋支店　〒460名古屋市中区東桜2－22一［8（日興ヒル）難名古屋　（052）931－3350
大阪支店〒530大阪市北区堂島浜1－2－6（新大ヒル）鶯大阪（06）346－1841
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原子力材料から
プラントまで。

〈〉神臣穀鋼

隠材料からプラントまでの一貫した品質保証体制

9原子力用各種機器（ASME　N，　NPT）

⑱原子力用大型鋳鍛鋼品（ASME　MM）

⑬原子力用継目無ステンレス鋼管（ASME　MM）

◎原子力用溶接材料（ASME　MM　MS）

◎原子力用厚鋼板（ASME　MM）

膿放射性廃棄物処理施設の供給

⑪希ガス除去回収施設

Oヨウ素除去設備

◎使用難燃三内挿物懇懇処理装置

◎使用済燃料輸送容器及び同付帯設備

圃核燃料用材料の供給

◎ジル力ロイ被覆管、ステンレス鋼被覆管

◎燃料チャネル

その他、ウラン濃縮遠心分離機用材料、原子力用復水器用

各種管、原子力用チタン材料、原子力用鉄筋など、あらゆる

分野の原子力用機器および材料の生産を行っています。

⑪お問合せ先／東京本社　〒100東京都千代田区丸の内1－8－2（鉄鋼ビル）開発企面部原子力グループ費（03）218－7723（ダイヤルイン）
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日丘遣二二武會魅
物流開発本部　原手力部
東京都渋谷区渋谷3丁目8番12号　　欝03－486－3101
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12インチカラーモニタ200MHzADC　32kchメモリ

◎各種半導体検出器（ピュアGe、ガンマーX、　X線用ピュアGe・Si（Li）、ピュアウェル型Ge、
SSB）　⑪各種マルチチャネルアナライザ（7100、7150、7450、　DS一［031）　⑬NIMエレクト
ロニクス　O各種比例計数管　⑬メスバウァ装置　⑬各種遮蔽材

S獲】IKOグループ 詳しい資料については下記までお問い合せ下さい。

セイコー・イージーアンドジー株式会社
本社⑲〒136東京都江東区亀戸6－3i－1智（03）638－1506（代表）直通　営業所②大阪費（06）305－59［1名古屋費（052）731－2535水戸恕（0292）27－4474筑波魯（0298）24－2271
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@　　　　春：非繍瑠析の場合のせん断バネ

@　　　　　には図25の関係を用いる。
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O地盤一構造物系の地震応答解析

O建屋及び構造物の耐震設計

O機器・配管の地震応答解析及び熱応力解析

○地盤の地震応答解析、安定解析

O地震波の解析
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上記の解析に豊富な実績を保有しています。また、これらの解析に用いるソフトウェア

群の実証や新技術の開発に積極的に取組むと共に、データ管理（品質保証）を最も重視し、

原子力発電の安全解析に貢献しています。

建設で創造する豊かな人間社会

　　エンジニアリング＆コンストラクション

　　　　　取締役社長佐藤欣治

東京都中央区日本橋本町4－8〒103TEL（03）66H231
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放剃空廃棄物の無恥飾冨擢7，

百揮の原子カエンジニアリンク1

求められる廃棄物減容処理システム

昭和38年、わが国に初めて原子の灯をともした

原子力発電は、いまでは、わが国総発電電力

量の20％を超えていま魂石油・天然ガスなど

エネルギー資源の乏しいわが国にとって原子

力発電は、発電コストが低く、安定供給のできる

エネルギーといえま丸しかし一方で発電を含む、

原子力利用の推進は放射性廃棄物量の増加

を伴っており、これら発生廃棄物量の低滅化な

らびに減号処理システムの早急な確立が求め

られています』

トータル処理システ斑“減磁化に応える

このような廃棄物の減容化の課題に対し、日揮

は、発電所から発生する各種廃棄物の処理後

〆洲‘’偏 A、

の量を最低限にとどめるトータル処理システムを

提供する体制を整えていま洗トータルシステムの

提供にあたっては安全性、信頼性の確保はもち

ろんのこと全体とじCの効率、経済性も十分に検

討されま劣現在日揮ではこのような視点に．立っ

た放射性廃棄物のトータル処理システムを東京

電力㈱殿福島第2原子力発電所3・4号機向

け放射性廃棄物集中処理施設、日本原子力

発電㈱殿東海第2発電所向け放射性廃棄物

処理施設増強施設などに活かしこれら施設を

現在建設中で曳

一層の減甲化を目ざす日揮の原子力技術

　　論難毒

・・　轟
ハ＾㌍ウ卿

・i・ズ

嘱・・矯，、　　・＿＿
淫

1
津

日揮では、一層の山容化を図るため、廃棄物の

形態に応じて次のような各種処理・処分技術の

実用化に取り組んでいま丸

　麺逆洗面フィルターの開発（NPMF、　SFフィ

　　ルター）

　齢再生廃液リサイクルプロセスの開発

　難アスファルト固化、プラスチック固化技術

　韓新型減容セメント固化技術

　聯使用済イオン交換樹脂、スラッジ類の湿式

　　分解処理技術

　齢ドライクリーニング技術

　輪高温溶融焼却炉

また日揮では、このような放射性廃棄物処理技

術の研究をはじめ、幅広い原子力関連技術の

研究開発を実施するため、茨城県大洗にホット

テストのできる原子力技術開発センターを建

設し、原子力利用の推進に積極的に取り組ん

でいま魂

総合エンジニアリング

日薯軍
　⑬日揮株式舎社
東京都千代田区大手町2－2－1（新人手町ビル）

　　TEL．東京279－5441（大代表）



第豊騒回原産年次大会

暴調テーマ　原子力産業の完熟をめざしで

Bas二tc　Theme： 「20wards　CulLminatiQn　of

Nuc！ear　工ndustry

　原子力発電は、現在総発電電力壁の鰭聴占め、ここ数年7⑪％の高稼働率

を達成するなど、今や安定な死戦として定着しつつある・。今後原子力発電の電

力供給に占める割合はさらに増大し，原子力発電が主力電源としでますます大

謹な役割を果たすことが期待婁れる．

　このためには，原子力発電の現在の運転実績、技術の現状に甘んじることな

く，今後とも軽水炉の改良高度化によ甑信頼性．経済盤の一層の向上を臼賎

し、在来電源に対す蕎原子力発電の優位性を維持する之とが大藝な課題となっ

ている。さらに、原子力発電が攣国産エネルギーとしで円滑に利用される九め

には、燃料サイクルの早期確立が不可欠であ甑再処瑚等のバックエンドを含

む燃料サイクル事業が健全かつ経済的に発展していくよう、官民の総力をあげ

で取り組む必要がある。これにより、初めで原子力発電はトータルシステムと

してみてもその真価を如何なく発揮することができる。

　今後の安定経済成長下においで、原子力産業が着実にかつ括力ある発展を維

持しでいくためには、技術的．経済的基盤の強化を図る必要があり．常に最先

端の技術を援用しつ凱原子力産業が薩業技術の…つの牽引車の役割を担うこ

とがのぞまれる。

　わが国の最近のすぐれた原子力開発利用実績から、開発途．畳二国のみならず先

進国からもわが国に対する協力への期待が大きく、各国の原子力平和利用の健

全な拡大に向けで積極的に対応していくことが大きな課題となってきている、

　第18回原葭年次大会はこうした状況を踏まえr原子力産業の完熟をめざし

で」を基；調テーマとして開催す蕎．

1
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㈱日立製作所会長

㈱東芝副社長

東京工業大学名誉教授

三菱金属㈱常務取締役

東京六学教授

関西電力㈱副社長

三菱董工業㈱副社長

日本経済新聞論説委員

版本原子力研究所副理事長

自立開発銀行理事

神奈川大学教授

住友原子力工業㈱副社長

日本工皐ルギー経済研究燐研究顧問

日本原子力発電㈱副社長

北海道電力㈱副社長

軽重電力㈱常務取締役

動力炉・核燃料開発事業団副理事長

電気事業連合会専務理事

読売新聞論説委員

㈱日立製作所副社長

日本原表サービス㈱副社長

中部電力㈱副社長

原子力安全研究協会理事長

科学技術庁原子力局長

遜商産業省資源エネルギ・づy長官官鰐審議官

外務省科学技術審議宮



第18回原産年次大会総括プログラム

第1日 第2日 第3日
4月9日（火） 4月10日（水） 4月11日（木）

開会セッション セヅシ遡ン2 セツシ認ン4

（9：30～10：毒0） （9：30～12：00＞ （9；30～12：3◎）

午 大会準備委員長挨拶 「軽水炉の運転経験と改良の 「燃料サイクル産業化への

原産会長所信表明 方向」 課題」

原子力委員長所感、

前 「パネル討論コ ［講　演〕

セッション1

（午前　10：45～12：05）

（午後　　　14：00～17：30） 午餐会　　　（12：20～14：15）

通商産業大臣所感

「世界のエネルギー情勢と原子 ［特別講演］

力発電の将来展望」 於ホテル・オークラ

■　●　■　◎　●　■　o　●　■　●　■　o　■　●　o　O　●　¢　6ψ　o　σ　O　o　φ●　6　0　◎　夢　・　9　0　●　り　9　■　●　o　，　●　■　o　■

午 原子力映画上映 セヅション5

［講　演］ （13：00～1曝：10） （14：00～且7：00）

セッション3 r国際核不拡散体制への新しい

後 （14：30～18：00） アプロづと平和利用の促進」

r原子力産業技術の最前線」

［映像講演］ ［パネル討論］

レセプション

（18：00～藍9：30）

於ホテル・オークラ

3



　　　　　魂月9日（火）

開会セツシ鰻璽3靴璽鯉

　議長：　山下　　勇　　三井造船㈱会艮

大会準備委員長挨拶　　吉山　博吉　　㈱田立製作所会長

原産会昂所僖表明　　　有澤　廣巳　　（社）日本原子力塵業会議会畏

原子力委澱長所感　　　竹内　黎…　　原子力委員会委員長，科学技術庁長官

　　　　　　　　　　　　　　く休憩　10：釦～且0：¢5＞

　　　　　セッ悔ン11世界のエネルギー情勢と塵子力発電の
将来顧∫1噸～璽7：30）

議長：　田中　精一　　　　　中部電力㈱社長

r原子力平湘利用における国瞭協力と五AEAの役割」

　課、ブリックス　　　　　　　国際原子力機関（互AEA）事務総長

rアメリカの原子力産業の将来」

　」。ジ舅ンストン　　　　　 アメリカ上院議員（民主：党、ルイジア・ナ州）

　　　　　　　　　　　　　　　エ＊ルギー天然資源委員会上級委員

　　　　　　　　　　　　　く昼休み　夏2：05～鳳00＞

議長：　藤波　恒雄　　　　　　日本原子力研：究所理事艮

rフランスのエネルギー計画と原子力産業政策』

　M．マルヴィ　　　　　　　　産業再編・対外貿易相付エネルギー担当国務大臣

r日本における原子力開発の位置付けと課題」

　那須　　翔　　　　　　　　東京電力㈱社長

　　　　　　　　　　　　　　く休憩　旦0分〉

議長：　撰藤　俊夫　　　　　　日本原子力発電㈱会長

「中国の原子力発電計画と国際協力』

　劉　　書林　　　　　　　　　中国原子力工業公司会長

rインドネシアめエネルギー事情と原子力開発政策」

　D。アヒムサ　　　　　　　　インドネシア原子力庁（8ATAN）長官

rオーストラリアの原子力産業」

　D．ウ爵一カー　　　　　　　癒一ストラリア原子力委員会副委員長

レセプシロン（18：00～1913⑪ 於ホテル⑱オークラ）

　別館塾下2階　曙の問
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4月10日（水）

セッシ潔ン黛　軽水炉の運転経験と改良の方向（＄：3⑪～12：0⑪）

　議長：　三島　良績　　　東京大学名誉教授

〈基調講演〉

　「わが国に；おける軽水炉の運転経験と今畿の課題」

　　　豊田　正敏　　　　　東京電力㈱常務取締役

くノマネノレ言寸論〉

J．ルクレア

H．シェンク

飯田庸太郎

豊田　正敏

松田　　泰

山　　以粛

フランス電力庁（EDF）副総裁・原子力火力発電本部長

オブリツヒハイム原子力発電会社社長

西ドイツ原子炉安全委員会（RSK）総員長
三菱重工業㈱副社長

東京電力㈱常務取締役

通商産業省資源エネルギー庁長官官房審議官

台湾電力会社副社畏

　　午餐会（且2：2⑪～脇：鼠5　蔓　ホテル⑳オークラ）

　　　　　　　　　　　　　　本館1階　平安の問
　　　通商産業大距膚磁
　　　　く特別講演〉　「日本人の美の心」

一藪萎L＿黒山」練＿
　　原子力映画上映（且3：⑪0～且駅且0　於誤ッシ翌日ホ～ル）
　　・原子力の平和利用を守る（科学技術庁）
　　・安全をつくる一高浜発電所3鴻号機の建設（関西電力）
　　⑰イギリスにi鯉　　　　　　　　　照A璽A

セッション31原子力産業技術の最前線（照：3⑪～旦猷⑪①

議長：　木村　　繁　　　　　　朝日監製調査研究室主任研究員

「原子力発電と細動化技術」

　是井　良朗　　　　　　　　　㈱日立製作所原子力事業部長

「原子力発電旛設耐震信頼性実証試験」

　大森　敏二　　　　　　　　　（財）原子力工学試験センター理事

「シッビングポートの廃炉計画と応用技術」

　R。スケイプデール　　　　　ゼネラルゆエレクトリック（G欝）社

　　　　　　　　　　　　　　　原子力技術・燃料部廃棄物管理部長

『、ウラン濃縮技術の将来展望」

　」．ロングネッカー　　　　　アメリカエネルギー嘗次官補代理

「燃料開発への新技術の轟入」

　植松　邦彦　　　　　　　　　動力炉・核燃料開発事業団理事

「燃料の安全輸送技術』

　青木　成文　　　　　　　　　東京工業大学名四教授

　　　　　　く休　憩　　5分〉

「スウェーデンにおける放射牲廃棄物の貯蔵・管理」

　S。ビューストロ～ム　　　　スウ濫一デン核燃料。廃棄物管理会社（SKB）社長

「カナダにおける放射性廃棄物管理」

　駐、ライアン　　　　　　　　カナダ原子力公社（AECL）

　　　　　　　　　　　　　　　ホワイトシェル原子力研究所廃棄物管理部長
rJT－60の建設と核融合技術開発」
　森　　茂　　　　　　　　　　日本原子力研究所理事

5



4月11日（木）

　　セヅシ耀ン尋1燃料サイクル産業化への課題（9130～12130）

議長：　小　林　健三郎　　　　日本原燃サービス㈱社長

「わが国における燃料サイクル事業確立上の諸課題」

　村田　　浩　　　　　　　　　（社）日本原子力産業会議副会長

rフランスにおける燃料サイクルダウンストリームの開発の現状と計画」

　M。ドランジ認　　　　　　　フランス核燃料公社（C◎G鷺MA）再処理事業部

　　　　　　　　　　　　　　　産業担当理事

「西ドイツにおける再処理事業の推進体制」

　H。シ訟ンク　　　　　　　　在日西ドイツ大使館首席旧事官（科学担当）

「イギリスの再処珊事業体制』

　W。ウィルキンソン　　　　イギリス核燃料公社（BNFL）理事

「放射性廃棄物管理一その国際的展望」

　P．ストロール　　　　　　　◎皿CD原子力機関（NEA）事務次長

　　　セッション5：、国際核不拡散体制への新しいアプローチと

　　　　　　　　　　　　平和利用の促進（14100～i7：0⑪）

　議長：　大島　恵一　　　　　　東京大学名誉教授

く基調講演＞

r原子力平和利用と核不拡散一過去と未来」

　　　西堀　正弘　　　　　　　原子力委員会委員

くパネル討論＞

　　　」．ウーヴリ謡一　　　　　フランス原子力庁（CEA）国際局長

　　　西堀　正弘　　　　　　　　原子力委員会委員

　　　韓弼淳　　 韓国原子力委員会委鼠

　　　M．カーン　　　　　　　パキスタン原子力委員会委員長

　　　」。マローン　　　　　　　アメリカ国務雀次官補

　　　　　　　　　　　　　　　　（海洋国際環境科学問題担当）

6



雌月9日《火）

セヅシ量ン11

世界の工京ルギー情勢と原子力発電の将来展望

［講演セッシ量ン］1⑪雌5～葺7：3⑪

　現在，先進諸国は。安定成長経済下においで馬よむ低廉で供給安定牲のあるエネル

ギーの確保を目指し、エネルギー源の多様化を図っている。ここしばらくは弼複合工

＊ルギー鯵の時代が続くが，潤本のようにエネルギー資源に恵まれない国は、長期的

には、原子力が工累ルギーの主役を担う籠とができるように努力しでいく必要があ

る。本セヅシ灘ンでは各国のさまざまな工象ルギー情勢下における原子力の役割と原

子力政策についてレビ講一し、あわせて今後の原子力闘発の方向付け、および国際協

力のあり方を展望す番、
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原子力平和利用における国際協力と置A犯Aの役割

国際原子力機関（亘A氾A）

　事務総長　　ハンス⑧ブリヅクス

　世界最：初の核分裂連鎖反応の制御に成功してから43年が経過し、その間、原子力

の平和利用と軍事利用は、全世界に、特に原子力分野における国際協力に深へそし

て急速に影響を与えてきだ。最初の原爆実験が実施されてからわずか40年、また、

最初の原子力発電が運転開始してからも32年しか経過していないが、今日、3環魂

基、発電容量として黛2⑪GWeの原子力発電所が運転され、全世界の電力需要の約

璽3％を賄うに至っている．しかしながら、原子力産業の発達の歴史は短かくそして

真剣なものであり、専意に初期段階にあると言える。もし、原子力産業の段階が進ん

だら、国際協力はさらに広がることであろう、そしで、そのような国際協力は，核軍

縮のみならず原子力平和利用の分野の発展にも利用されるものである．

　各国それぞれが国際協力なしに原子力の開発を進めることは理論的には可能である

が、実際にはほとんどあらゆる原子力の利用分野において国際協力が係わり、また重

要な部分を占めでいる．この点において、例えば、原子力資機材の国際問移転を規制

する、世界的に認められた規制がなければならないなど、原子力は水力発電と根本的

に異なっている．原子力資機材の貿易は、保障借置体制なくしてはほとんど不可能で

あり、保障措置体制は、非核兵器国が隣国の嫌疑を招くことなく原子力の利用を可能

ならしめるものである。さらに、原子力施設を安全に運転することは国際的に重要な

課題である。すなわち、どこかの国での事故は、全ての国の原子力利用に影響を及ぼ

すこととなる。またヤ放射性廃棄物の海洋投棄は全世界の関心事であり、さらに、他

の璽酷な環境問題と同様、高レベル放射性廃棄物の適切な処分は、全人類にとって璽

要な課題である。

　上述のような分野における国際協力には、科学・技術及び工業における提携，地域

協力、私的及び公的制度等多くの方法がある。それらは全てそれぞれの役割を有して

いる。亘A鱈Aは、原子力分野における全世界的な協力関係を各国政府が築き上げる

ための道具である。耳A鱈Aがその目的を達成する允めの重要な手段に情報交換の場

を提供することがある、璽A璽A総会が、情報の交換と非公式な接触を持つ機会を各
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国政府関係巻に定期的に撮供している。しかし，HA叢Aの枠組の中での各国間の接

触の大部分は、蛋A繊Aが年間に何百も開催す篇科学会合の場でなされている。

　夏A鱈Aの他の機構もまた、情報交換に利用されている。国際原子力情報システム

（葺N葺S）は電子計算機を使用した文献情報システムで馬今日では＄＄万件以上の

文献データが収納されてい巻。ま紙発電炉情報システム硬R翌S）には加盟国か

ら集められた黛5⑪⑪炉・年に及ぶ原子炉の運転経験や、亘峨OOO件もの故障デー

タが収納されてい葛、

　技術移転の：分野でもIA既Aは技術援助の閉めに壷要な多下問協力に寄与してい墨。

置9＆峨年には、この昌的のために約3⑪⑪⑪万ドルもの費用が投じられた。最近の

HA鱈Aのアジア地域における最大の技術協：力活動は、放射盤同位元素と放射線技術

の工業利用に関する地域協力プ翻ジ認ク》であ器。その主た番舜的は幅原子：力技術の

成果を、門門開発途上国の中の特定の工業：分野に移転す番ことであ番ゆ

　原子力におけ巻貿易は、供給側．需要側双方の懸念を軽減す番平めに国際協力関係

がよの一層必要とな番分野である、．置A鱈Aは、供給保証や原子力資機材の貿易に闘

する問題に取ゆ組む允め、供給保証委員会《CAS）を設置しでいる。

　安全牲の分野では，耳A賦Aの原子力安全暴準《NUS＄）プ腿グラムのもとで過

去且0年間に国際的に合意の得られ党原子力発電門門に関す三指鉱慕準類が確立さ

れてきてい碁。現在、関心はそれらの履行及び放射線防護勧告に向けられている。す

なわち、運転安全姓レげ認一チーム《OSA聡TS》と放射線防護諮問チーム（賦A

姶ATS）とは，これらの分野で加盟国へ勧告することを求められでいる。さらに最

颯安全性に関して翼A賦Aがイ轟シアティブをとって、国際的な影響を及ぱすであ

ろう安全問題を検討することを主目的とした国際原子力安全諮聞グループ《置NSA

G）を設置した．

　核拡散及び原子力資機材の軍事昌的への転用を防止する尭めの手段を確立し、それ

を履行していくことは，原子力における国際協力の必要不可欠な要素である。その法

則のもとで、玉96⑪年以瓶　董A賦Aは国際的保障措置の履行をその役割として毒

た．それは、日本の小さな研究炉に亙A鱈Aの保障措置をかけるという合意が初めて

なされ海時であり、現在では㌔保障措置のかかる施設は約＄魂⑪件にも増加してい

る。そして今二二密な国際協力は耳A駐Aの保障浩置体制の確立及び発展の重要な

部分を占めるに至っている、
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フランスのエネルギー計画と原子力産業政策

産業再編・対外貿易省付琳麟一担当国務大臣

　　　　　　　　　樋。　マ　ル　　ヴ　イ

　フランスのエネルギー政策は三つの原則に沿って合理的に実施窃れている。一つは

可能なかぎり国家の自立を最高度に保つこと、苓つめは工象ル解明源の多様化、そし

で最後はエ＊ルギーの節約である、

　第一次癒イルシ驚ック後の且騒7魂年、エホルギーの安全軍陣政策にとつで石油依

存度を減らすことが不可欠であ馨と実感晒せられ尭。これが契機とな甑弛の資源に

代り源子力を電力供給源としで大規模に開発する・計画に着手す馨瀧とが決定された，

1990年頃にはフランスの一次間塞ルギー供給は、原子力＄且％、石油33％、石

炭皇豊％、その他勲5％になるものと予瀦審れる、

　現在開発の最盛期にある原子力発電計画は総合システムとしての完成懲めざしてお

む、これには原子炉製造と燃料サイクル施設を完全なものにす蕎ことが含まれてい

る。

　原子炉建設計画は騒⑪⑪樋W輪と豊諺O⑪踊W鳶の二つの出カレベルを持つ高度に

標準化窃れ海蓬）W騰に墓ついて進められた、璽薄霧5年五月の時点では》3蔑颯⑪0

闇W㊧が運転中で、蓋9騒⑪年迄にはこれが難難（1⑪⑪踊W㊧を越える見込みである．

この頃には原子力は発電電力量の約7響％を占める擬ろう。

　原子力発電所の運転実績は向上を続けてお甑豊州山芋年の時間稼働率は7載％だ

った．設備利用率は㌔睡一ドフ麿ローイング《負荷追従運転）を実旛しでい巻ため、

7（瓦黛％泥っ尭。同じ条絆の下で発電澗ス恥を比較した場合、原子力は㌔石炭火力よ

りも約3⑪％安く非常に魅力的である．

　運転が好威績であ巻からといっで研究開発を怠っていいわけではない、それどころ

か。長期サイクル運転化や定検停止期間短縮化等の研究が行われている．

　讃た長期的には、将来高速増殖炉が必要になるので、その允めの技術開発を推遙す

べき海という㌶とをフランスは強く確信してい翫これまでに蓄積して藪た経験およ

び今後高速増殖実証炉スーパーフェ晶ックスで得られる経験は非常に貴重であり、次

期計画を決める上で役立っ．
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　とにかく、この計画はヨーロッパ単位で取り組むことになっているが、ヨーロヅパ

の域を越えて拡げていく用意はいっでもできている。

　燃料サイクルの分野でも、同様に総合性の追求が重要である。つまり、天然ウラン

から再処理、放射性廃棄物処分に至るまでの燃料サイクルのあらゆる部門の研究開発

が行われ、マスターしてきた。

　この結果、フランスの燃料サイクル会社は、天然ウラン、濃縮役務、再処理サービ

ス等の国際市場において、強力で信頼できる供給者としての地位を築くことができ

た。

　再処理の分野では、既存施設の稼働実績は目覚ましく、新プラントの建設も迅速に

進んでいる。もちろん、これらの計画はすべて、強力な研究開発計画の恩恵を受けで

おり、いたるところで最新技術が利用されている。

　また、レーザーを用いた新濃縮技術の開発を考慮に入れれば、濃縮活動についても

同じことが言えるだろう、

　最後に、燃料サイクルの最終段階も精力的に取り組まれている。低レベル放射性廃

棄物処分のための第2番目のサイトの選定作業が進められている。高レベル廃棄物の

処分が可能な地層の調査は地下実験所を使っで行われる泥ろう。

　フランスは、日本と同様に国内資源がきわめて乏しいため、最大限の自立を達成す

る計画を進めてきた。このことは国際協力を妨げるものではなく、むしろ我々は国際

協力を強化する方向に努力している。
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日本における原子力開発の位置づけと課題

東京電：力株式会社

取締役社長　那　須　　翔

　最近のエネルギー需給の分野では，二つの注目すべき競合状態が生じているように思われる。

　その一つは，エネルギーの供給技術，利用技術，そして価格をめぐる状況の流動化が，需要と

供給の多様な組み合わせを可能とし，エネルギー間の選択，競合を招来していることである。そ

の背景には，石油危機によって促進された新しいエネルギー供給システムと利用システムの開発

や，近年の石油需絵緩和傾向などがある。

　もう一つは，近年の化石燃料価格の低下により，発電分野における原子力発電と火力発電，な

かでも石炭火力発電とのコスト格差が縮小してきたことへの関心の高まりである。

　わが国の原子力発電は，このようなエネルギー需給をめぐる状況の中で，バックエンドを含め

ても他のエネルギーよりも低コストであるという優位性を維持し，しかもこれまでと同様に高い

安全性を確保しながら，高利用率運転を続けていくことが求められている。これらの条件を着実

に満たし，どの側面から見ても他のエネルギーよりも優れていることを実績で示していくことが，

わが国における原子力開発に対する国民の合意と支持を得るための基本的な途である。

　わが国の原子力開発にとっての主要な課題としては，①原子燃料サイクル自立化の推進，②コ

ストダウンの追求，③技術開発の着実な推進，の三点が考えられる。これらは相互に深く関連し

合う課題であり，とくに技術開発の動向は，他の二つの課題達成の大きな鍵を握っている。

　まず第一にあげた原子燃料サイクル自立化の推進は，エネルギー資源に恵まれない日本の原子

力開発にとっては，ウラン・プルトエウムの有効利用とエネルギー・セキュリティーの観点から，

極めて重要なものである。今後電源に占める原子力比率が増加し，原主油従時代となっていくの

に伴い，電力の安定供給確保という意味合いからも，原子燃料サイクル自立化の必要性が，一層

強まっていく。原子燃料サイクル施設の青森県下北半島むつ小川原地区への立地が，実現に向け

て動きはじめているが，日本の原子力開発の着実な前進のために，この計画は是非とも成功させ

なければならない。
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　第二の課題としては，コストダウンの一層の追求がある。原子力発電は，これまでの開発を通

じて，石油消費の削減と発電コストの抑制に多大の貢献をしてきた。この原子力の役割に対して

は，将来についても大きな期待が寄せられている。

　原子力発電のコストダウンに終りはない。これまでのコストダウン成果をさらに押し進め，軽

水炉標準化の一層の推進，高性能燃料の開発による運転期間の長期化，定検期間の短縮，新型軽

水炉の開発などによる発電コスト低減努力を継続していかなければならない。原子力のコストダ

ウンを通じた電気料金の安定こそは，エネルギー競合時代に，電気事業が社会の期待に応えてい

くための大きなポイントである。

　第三の技術開発については，わが国はいよいよ自主技術開発の段階を迎えている。国の原子力

技術開発について，資金効率とテーマの重点的なしぼり込みが求められているとともに，原子力

産業が技術開発に対して，民間活力を生かした主体的な取り組み姿勢をとっていくことが望まれ

る。また，客国間の協調促進と相互啓発のための原子力技術開発に関する国際協力の重要性が高

まっており，日本も積極的な役割を撹っていく必要がある。

　われわれは，いますでに，21世紀の人びとが依存するエネルギー供給基盤の構築にかかわって

いる。原子力が期待どおりに，わが国における21世紀のエネルギー供給の柱の一つとなっていく

ためには，原子力産業が新しい課題に積極果敢に挑戦し，着実な成果を積み重ねていくことが重

要である。
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インドネシアのエネルギー事情と原子力闘発政策

D。アヒムサ

インドネシア原子力庁（BAT胴）長官

　インドネシアはこの15年間、さらにその前の董5年問が政治的発展を優先してき

たのに対し、経済開発に力点を置いてきた。生活水準の向上の結果として、木材や石

油に依存しなければならなかった。とくに石油については、国内のエネルギー供給や

国の財源として、さらには外貨獲得のため重宝された。しかし、最近は天然ガス（外

貨獲：得）や石炭（国内消費）への多様化を図りつつある。

　国内石炭の生産が将来制約をうける可能性があること、石炭の輸入が望ましくない

こと、および開発途上国を含め多くの国々では原子：力発電が競合可能なエネルギーで

あること又は何年か後には多分競合可能になり得ること、等に留意すれば、原子力発

電のオプシコンは璽要と考えられる．結果的に原子力発電を導入することになる場

合、その準備にあたっては、早くから取り組み、将来のための基礎を築いでおくこと

が肝要である。この目的に向けて、新しい原子力研究センターが現在ジャカルタの近

くで建設中である、一方、第1号原子力発電所建設に関するフィージビリティスタデ

ィを最新のものにするための作業がすでに始まっている。
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オーストラリアの原子力産業

オ覗トラリア原子力委員会副委員長

亙）。G。ウォーカー

　オーストラリアは40年近くウランの採掘と販売に係わっできた。この間、発電お

よび燃料サイクルの他の分野を含むように国内の原子力産業を拡大する試みが度々行

われできた。しかし、諸々の事情によりこの拡大の試みは、ラジオアイソトープ（RD

利用の分野に限られ、今日のオーストラリアの原子力産業はイエローケーキの輸出の

みに限定されたままである。このような歴史的背景を踏まえて、最近の原子力計画お

よび政策について議論する。
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礁月10日（水）

セッション2：

軽水炉の運転経験と改良の方向

［ノ竃ネノレセッシ灘ン’］＄：30〈》12：⑪o

　わが国における軽水炉の運転実績はここ数年来、世界的にみても優秀な成績をあげ、

今後も信頼性、経済牲の継続的な向上を目指した官民一体の努力が要請されている。

本セヅシ潔ンでは篭長年にわたり蓄積きれた軽水炉の運転経験ならびに各種の実証試

験の成果をレビューし㌔それを踏まえて設計、施工、運転面における一層の合理化等

による信頼性、経済牲の向上にとりくむため、国際協力を含めた海外の経験をもちよ

って討論する。
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第18回原産年次大会

〔第2セッション基調講演〕

「わが国に齢ける軽水炉の運転経験と今後の課題」

東：京電力’常務取締役豊田正敏

　わが国の二業用原子力発電は，現在28基合計出力2056万kWが運転中であり，全発電設

備容量の13％，発電電：力量の2割を占め，これに建設中及び建設準備中のものが20基合計

出力2013万kWが加わる。これら原子力発電は，1基16．6万kWがガス冷却炉である他は

すべてBWR及びPWRの軽水炉である。ζれら軽水型原華力発鷺所は，幾初米團よりのプラ

ント心入によ匂始驚つたが，これに続詣技術援助証約による技術二二に鋭意勢め繭二化をはか

り，現在国産化率はほぼ100％に達している。国内技術として定着するまでにBWRでは一次

配管の応力腐蝕割れ，給水スパージャの熱疲労割れ，PWRでは蒸気発生器の三熱管の漏洩，

制御棒支持ピンの応力腐蝕割れ等の初期トラブルに遭遇した。

　これらの初期トラブルの原因究明と補修対策樹立のため長期間停止を余儀なぐされ，設備利

用率は1975～1977年に約40％程度に大幅に低下したが，その後トラブルに対する再発

防止対策，信頼性向上対策等によって運転中のスクラム停止率は平均α5／ユニット／

年以下に減少し，蜜た，定検作業の自動化遠隔化（聞ポット化），クリティカルパス図

南の効気化，陶暗併行作叢の爽施等により驚検期間の短縮をはかるとと庵に灘転期間を頸ケ月よ

り12ケ月へと畏期化した。ζれらの改良は，窟二一　体となってすすめられだ改良標準化瞥十両に

よって行われ，その成果は新設プラントのみでなく既設プラとトにも可能なかぎり取り入れるこ

ととした結果，設備利用率は最近2駕間は70％以上に上昇してきて論り，2～3年後には75

％程度に定着するものと期待されている。最近の記録としては，福島第噌原子力発電所（合計

6基）で一昨年11，月以来スクラムなしの記録があり，憲た玄海2号機で定期検査期間60日，

運転継続期間415日という記録がある。

　安全面についても，TMI事故後，サブクール計詮よび格納容器内高レンジ放射線モ凱タ等

の設置のほか，主制御盤に細いて警報の重要度に応じだ分類，配置及び色による識別，重要な監

視計器の色による識別や新型制御盤に診けるCRT一計箕機システムの強化などマンマシンイ
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ンターフェースに配慮している。

　作業者の受ける放射線量低減のため，放射線源の減少，機器設備の信頼性向上，定検作業の

自動化遠隔化，機器配置の改善，及び作業環境の改善を行っている。

　護た，放射性廃棄物の発生量の低減については，気体，液体廃棄物の放出量を大幅に低減するとともに

固体廃棄物についても処理方法の改善により例えばBWRの場合従来ユ諜ット当り年間約4000

本であったものを1000本程度に減らすこととしている。

　このようにわが国に診ける原子力発電は良好な運転実績を示しているが，エスカレーション，

サイト条件の悪化及び安全性・信頼性強化対策の採用のため近年建設単価が5％／年の割合で増

加してき七おり，一：方石炭価格の低落もあり，石炭火力との経済的優位性は縮蓑ってきている。

私としては，畏期的には燃料価格がよ昇するので原畢力発鷺の経済的優位性は保たれると確僖し

ているが，原子力発鷺の場合発蹴原価に占める資本費の割合が約70％であるので，建設費の

コストダウンをはかることが経済的優位性を高めるために最も：重要である。このため，（1）標準化

によるリピート効果，（2）設計の合理化，③建設工期の短縮，（4）購貿方法の見葭し等によって買

ストダウンに努めて細り，東京電力の例によれば柏崎・刈羽2，5号機の主機代については柏崎・

刈羽1号機に比して15％以上の低減をはかっている。さらに建築止木工事につ、いても灘スト

ダウンを鋭意検討中であり，康たA～BWRについては，柱来型設謝のものに比べて’さらに10

数％の謬ストダウンを目標に設計の合理化をはかっている。

　とれとともに設備利用率の向上と燃料の燃焼効率を高めることによる燃料費の低減が重嬰で

ある。

　設備利用轟を毒らに向よ寳せるためには，運転中トラブルの滅少，竃検期間の短縮及び運轍期

間の長期化をはかることとしている。

　迎転中トラブルについては，今後とも電中研の原子力情報センターを活用し，米国のINPO，欧州の

USERSの密接な協力を得て国内外のトラブルの詳細な情報の収集に努め，これを解析して再発防止

対策を既設，新設をとわず採用するとともに，経年劣化対策，予防診断技術の開発をはかり，さ

らに，トラブル発生率の低減をはかる所存である。寮た，運転員に対するシミ瓢レータ訓練，保修

訓練センターによる保修員の訓練も従来に引続きさらに充実強化することを考えている。

　定検期間については，現在110万kW級の改良工事を含侯ない通常定検期間は，92日程慶と考えて

いるが，第2次改良標準化のユ訟ットでは70日，第3次改良標準化ユ謀ットでは45～60

日程度に短縮して行くことを考えているが，将来は既設を含め平均60日程度に短縮して行く
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ことを自標に，現在行われている定検項鼠定検インターバルについて諸外開の実例及び従来

の運転実績を参考に見直しを行うζとが必要であると考えている。

　次に，運転期間については，現在12ケ月蜜で伸ばしてきているが，燃料燃焼度の延長と機

器の信頼度向上により，15～工8ケ月へ長期化することを考えている。

　これらの対策をとることにより，設備利用率は80～85％に上昇するものと期待している。

　次に，燃料については，燃料設針及び製造時及び運転中の管理の改善によつで現在破損燃料

は，10万本（rod）につ遂1本程慶に低滅してきているが，将来はパりや燃料の採用により，

健全性の向上と負荷追従特性を改善し，運転性能を向上させ出力上昇に伴う瞬スをさらに減少

するとともに，炉心設計脅改善して燃料の燃焼効率を高めるζとを考えて撫り，これと濃縮度

の増加と併せで燃焼度を砥長し，燃料費の低滅をはかることを考えている。

　黛た，プラント碍命中に発生する電力：鍛を増加させることも経済性向上の観点から：重饗であ

るので，プラント寿命予測技術及びクリ勤カル機器・システムの長寿油化技術の開発を行い，

プラントの長寿命化をはかるζとが必要であると考えている。

　次に，作業員のうける放射線量を塔らに低減するとともに，固体廃棄物の面容化についても凱凱ット

当り年間200～400：本藍慶を附記にしている。

　また，現在安全性・信頼性を保ちつつ経済性の追求，大容量化，炉心燃料の改善による燃焼効

率の向よ，定検期間の短縮，放射線澱の低減等を罵恕したA－8WR及びA－PWRの開発を

すすめている。

　私としては，上述の儀糠を充外磁成し，原畢前論鷺を今後とも電源蘭鑓の竈軸として隠絵っ

てレ・くことがで遜るものと確信している。
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4月i⑪日（水）

セヅション3：

原子力産業技術の最前線

［映像講演セッシ翌ン］量4：30～旦8㊨0

　各国の原子力技術開発の方向は、既存の実用技術をさらに発展させるとともに新技

術を開発し、経済姓、安全性、信頼性のより高いシステムを臼指している。本セッシ

黛ンでは、最近実用化したもの、近い将来実用化が期待されるものを含め、最前線に

ある原子力技術を紹介し、その高度化への努力を視覚に訴え、映像を中心とした発表

方式によりわかりやすく解説する．
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「原子力発電と自動化技術」

株式会社　日立製作所

原　子　・力　事　業　部

事業部長　　是井　良心

　近年、自動化技衛は原子力発電における必須の技衛となっており．各種の装置が開発さ

れ実機に適用されている。ここでは、株式会社東芝，三菱重工業株式会社，株式会社日立製

作噺の三社を代表して、各社の自動化技術の現状を映徽を交え紹介するとともに、今後の

開発動向を展望する。

　石油代替濫ネルギーの申美的凱ネルギー源として総総電量に占める原子力発電の比率は

年々増加しっっあり、その安定供給の確保が求めら蜘ている。原子力発電のより高度な発

展のためには、原子力の最大の利点である経済性における優位性を保つごとと、安全かっ

安定した電源としてのパブリック・アクセプタンスが重要課題となる．

　この諜題を解決するために、原子力発電においては信頼性向上，嘗力化，被嚇砥滅を鶴

的として各種の自動化技術が渡蟹纏れている。

　原子力発電は大規模システムであるため、雀力化や作業時間短縮を図る上で自動化の適

購対象は広範にわたる。原子力に要求されている高い安全性を確保するための黍段として

霞動化による信頼性向上の鑑一ズは高い。蜜た、放射性雰囲気という特質から．放射線下

作業の遠隔自動化は必須である。

　このような高い自動化の識一ズに応えて、原子力発電においては設計，製造・建設，運

転，保守のすべての分野で、計算機の支援による自動化愈々の適用が図られている。

　以上の案例として．そ劇それの分野において現在適用されている以下の自動化技衛につ

いて、スライドを用いて紹介する．

　　①設計　　　　器　CAD

　　②製作・建設　豊　配管自動溶接

　　③運転　　　　霧　新型申央監視制御システム
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④保守 保守用自動化機器

一CRD交換装置，配管ISI装置，　SGメンテナンスロボット

　さて、これまで自動化技術の適用においては、高頻度かっ定：型的な比較的効果を得やす

い作業から自動化が図られた。従って、現状は限定した範囲において専用的な自動化が適

用されている。

　自動化技衛の闘覚ましい革新ど原子力発電における鎧一ズを展盟すると、今後は少蚤多

種作業への自動化適用範囲の拡大，物断・自律機能の拡大による人間の補助の削減が謙題

としてあげられる。罵れらから汎用化，知能化というより高度な露動化の闘標が示護れる。

　このよう癒自動化の闘糠に藷づ鷺、今後の腿発技術の動向をまとめると、重点開発技術

として．設計においては高度な料断・計画業務の膚動化が，製造・建設においては轟轟多

種作業の自動化が，また還転においては高度な遅夢判断の躍動化が，そして保守において

は汎用・知能環ポットがそれぞれあげられる。

　その申でも、保守における汎用・知龍鵜ポットの開発は、稼動率向上や、今後の運転プ

ラントの増加による放射線上作業員の不足等により被麟低滅のニーズは特に高くなると予

想されることから、今後の璽要嶽開発課題となっている。

　以上より重点開発技衛として汎用・知能職ポットの重要性が明らかと癒つたが、その

畠一ズに応えて国のレベルでも通商産業雀工業技衛醗の大型プ灘ジ濫クトr極限作業購求

ット』の一つとして原子力開連作業朧求ットの開難が推遺駆れている。

　置こでは、各社が留別に醐発髪違めている汎用・知能鷲求ットの藩盤技術について以下

の3事例を映画によって紹介する。

　　　　　　　　　　　・一知能移動羅ポット（日立）

　　　　　　　　　　　一システム保全鷲ポット（A瓢OOTY）　（東芝）

　　　　　　　　　　　一四足歩行口求ット（叢）
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＼

　これまで述べて嚢たとおり、今後自動化技術は汎用化，知能化に違むものと考えられる．

さらに、このような個々の自動化技術開発に加えて、システム化を促逸し、また自動化に

適した形へと適用対象を改善してゆくことによって、総合的徐自動化システムへの対応を

図ってゆく必要がある。

　また．霞動化システムの実現においては、常に慧ストベネフィットの認識を持ち、その

蒔点における最適システムとすることにより、自動化技術の完熟に近づくものと考える。

　我々メーカーとしても、自動化技術の完熟に向け努力してゆく所存である。

一　以　　上
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60年3月

原子力発電施設耐震信頼性実証試験

｝
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原子力発電施設の地震時の信頼性を実証するため、通商産業省は原子力工学試験センタ

に委託し、世界最大の大型振動台を使用して、原子力発電施設耐震信頼牲実証試験を実施

している。

　本Hはこの大型振動台の概要と耐震信頼1生実証試験の状況について紹介したい。

　耐震信頼性実証試験では原子力発電所の安全上重要な大型機器のできるだけ実物に近い

模型を実物と同等な材料で製作し、これを振動台にのせて振動台を加干し、実物が地震時

に受ける応力と同等な応力を発生させることにより地震時の状況を実験的に現出せしめて

そのときの信頼性を強度及び機能上力・ら実証することをねらいとしている。そのためには

極めて大型かつ高性能の振勤台を必要とし、試験体を載せて振動する振動台テーブルは、

寸法が15m×1騒，最大積載能力が1◎00t、最大加振力が水平3000tf，垂直欝αOtfという

巨大な基本性能が決定された。

　大型振動台は通商産業省の補助金を受けて、香川繋多度津町の多度津工学試験所1こ建設

され、1982年に完成した：。

　多度津工学試験所は瀬戸内海に面する多度津港に隣接し数百トンの重量を有する大型

試験体の輸送に極めて便利である。　歯群台は試験俸を載せて振動する振動台テーブル、

これを加解する水平及び垂直加襲踏加振機を駆動する高圧油を発生する油圧供給装置と

加振機を制御する制御装置より成りこれに附帯する設備として試験データの集録及びデー

タ処理装置・大型試験体を吊り上げるクレーン、油圧ぷンプに電力を供給する受電変電設

備と設備及び試験体を収容する建物がある。なかでもデータ集録装置は最大300チャンネ

ルのデータを1／1000秒の闇隔で同時に集録することができる。
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原子力発電施設の耐震信瀬性実証試験としては、すでに

　　　P盟原子炉格納容器の1／3。7模型

　　　BWR再循環系配管の　1／1　模型

を用いた耐震実証試験が終了し、現在は

　　　P繊圏内構造物の1／1模型

による耐震実証試験心月われている。

　実証試験の実施に当たっては、設計用基準地震動（S1及びS2）を用いて原子炉建屋の地

震応答解析を行い、実際の機器の据付位置の振動（床応：答地難波）を作りだして、これと

同じ波（実証試験用入力波）で試験体の載った振動台を加振することとしている。

　なお模型が1／Xの縮尺模型の場合には床応答地震波の加速度はX倍弓こ大きくし、時聞

軸は1／Xに短くしたものを実証試験用入力波とすることにより試験体に実物と同等の応

力を与える。

PWR原醐耐震実証試験

　本試験は多度津工学試験所の振動台により実行された最初の試験である。試験体は、

8◎0紅玉PWR鋼製格納容器の1／3。7縮尺模型である。試験体は、直径10。翫高さ19。4

mで支持構造物を禽めたその重量は約35航である。

　設計用基準地震動S1およびS2に基づく実証試験用入力地震波で試験体の載った振動

台を加賑して試験を行い、強渡：を実証した。

　また強度を実証する試験の前と後とに、内部を空気で加圧して漏洩率試験を徹、、気密

性の変化がないことを確認している。

　試験体は更にS2の1。5倍に相当する地震で加振され、安全余裕　　認した。この試験

では、振動台は限累牲能で加振された。
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BWR再循環系配管耐震実証試験

　試験体は、BWR型1100踊級改良標準型再循環系配管の1100pを模擬した実物大模型

である。配管は狂プァ容器やγ線遮蔽体などを模擬する支持構造物に直接あるいはサポート

によって接続される。試験体は高さ！2。3鵬、配管類の重量は約110t、支持構造物等の重量

は約555tで全重量は約665tである。

　設計用基準地震動S1およびS2に基づく実証試験用入力地震波で加振した試験を行い

試験体の強度を実証した。

　更にS2の1。1倍（振動台の限界）に相当する入力地震波で加振を行い、安全：余裕を確

認することができた。

PWR炉内構造物耐震実証試験

　PWR型1100糖級改良標準型プラントの実物大模型を用いて試験中である。試験体は

高さ約17．5納、重量約555tである。

　本試験では燃料集合体など炉内構造物の耐震信頼性を見るために地震申に於ける竃蜘棒

挿入機能が試験されるのが特徴である。

　すでに設計用基準地震動S1およびS2に基づく実証試験用入力地震披で加振し，制御

棒挿入機能の確認を終わっている。
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シッビングポートの廃炉計画と応用技術

米ゼネラル麟エレクトリック（GE）社

原子力技術・燃料部廃棄物管理部長

　　　　　　R．E。スケイブデール

　シッビングポート原子力発電所のデコミヅシ讐轟ング（廃炉）計画は、大規模商業

原子力発電所の廃炉計画として最初のものとなろう。この発電所は米国エネルギー省

（DO鱈）に属し㌔25年の長期にわたる発電を経て解体される最初の原子炉であ

る。今日までに解体された原子力施設は商業炉よりも小規模で、運転年数も比較的短

いものであっ海。しかし、小規模原子力施設の解体から得られた経験は、原子力発電

所の放射能システムやコンポーネン》の保守および改造から得られた経験と同様に、

シヅビングポー》解体の認めの技術・コス》ベースの確立に役立っている。

　本論文では、ゼネラル・エレク》リヅク社およびその統括下請契約者であるモリソ

ン・クヌードセン社、さらに本計画に着手したエネルギー省によって行われでいる準

備作業の現況について述べる。この計画の璽要な技術上の特徴は原子炉圧力容器と中

性子遮蔽タンク（R醗V／NST）の一括轍去である。この方法は園放射化した圧力

容器と内部構造物を分割撤去するよりも、金額を約7⑪0万ドル節約し、人体被曝線

量を100人・レム以上減少、さらに解体期問を約1年間短縮できる。シッビングポ

ー》RPV／NSTと1且⑪万kW¢・燈W鹸の圧力容器の規模が好都合な比較にな

っているということについても報告する。

　シヅビングポートに使用される技術は多年にわたる原子炉の保守および改造の作業

を通じて蓄積されたものである。ここではシッビングポート原子力発電所廃炉計画で

用いられる技術の概略を述べたい。とくに遠隔金属切断、除染、、コンクリート撤去、

液捧および固体放射性廃棄物の減容、ロボッ恥工学など最近の擁炉技術についてふれ

たい。

　商業炉としで最初の廃炉計画であるシヅビングポート計画は、安全でコスト効率的

な廃炉技術の暴準の確立に寄与するものと思われる。放射牲コンポー＊ントや放射性

材料の除去、取扱い、輸送についての技術を確認することにより、シッビングポート

における技術・作業手続きは、将来の他の原子力発電所の廃炉に対するガイドライン

を与えることになろう。
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燃料開発への新技術の導入

動力炉・核燃料開発事業団

理事植松邦彦

　動力炉・核燃料開発事業団は、原子力の先端技術開発に積極的に取組んでおり、周辺の

産業界に沸き起こっている新技術開発の動向を観察し、事業団の技術開発に役立つ薪技術

は積極的に採用していくべきと考える。

　こ．のような点から我々は核燃料サイクルの諸施設の開発にどの様な新技術を導入してい

くべきかを、先端技術の開発実証と産業化への道を拓くことに焦点を当て総力を結集して

検討を繰返して来た。どの新技術をとっても事業として経済的に成立つ方向、大量処理が

可能な方向を目指して行かねばならないことは当然である。

　核燃料開発技術は、放射性物質を取扱う設備産業技術の性格を有しているから、新技術

を応用することにより、①工程の簡素化、②遠隔化、③自動化などが計れ、その結果、省

力化、被曝低減化、低コスト化が期待できるものでなければならない。さらに装置類の寿

命延長、保守・補修に要する時闇の短縮、発生廃棄物の減少或いは効率的な核物質防護な

どにも期待できるであろう。

　以上のような観点から事業団では、核燃料サイクル諸施設で既に実用化しているもの、

もしくは開発中である新技術のうち以下のものについてご紹介したい。

　　（1）　マイクロ波技術とその応用

　　（2）　高品位TVカメラ技術とその応用

　　（3）　トモグラフィー技術とその応用

　　（4）　光ファイバー技術とその応用

　　（5）　ロボット・マエピュレータ技術とその応用
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原産年次大会艶表要旨 セッシ響ン3　「原子力蔭業技術の最前線」

燃料の安全輸送技術
東京工業大学名轡教授

　　　青　木　成　文

　我が国では現在38塞、認可囎電容量合群20曾561厳Wの商業原子力発電所が運

転中であ今、1984年の設備利用華は年平均7露．3％を達成し、その後も極めで順調

に稼勤しでおゆ、更に3暴（3，070MW）が試運転中である。　このような状況の中で

1984年8月驚5日に艶生した六フッ化ウラン門門船ゼ磯ン。ルイ」の沈没事故は、遠

くアジアの果てにあ為我が国に讃で大藩な影響を与えた．愚らに我が国の軽水炉使用済燃

料がッランスで再処理盤れて抽出藩れたプルト描ウムが、我が国に返選翰送回れ為ことが

報道回れたため世間の関心は核燃料の輸送に向けられ為ようになった。

　輸送中の安全確保のためには、我が国では国際原子力機関の安全輸送規則で規定盤れた

輸送容器が使用慧れ、更に既に20年に及ぶ技衛的研究開艶を重ねでその健全性を高めで

あり、現在年間600トン（ウラン）に及ぶ新燃料の陸上輸送やここ数年間に門門約100

回の使用済燃料の海上輸送を実施しで碁たが、門門な事故すら1件も起こってはいない。

世界的にみでもこの十年間で重大な事故は1◎指にも満たないし、その上内容物の漏洩を

下った事故は僅かに3件程度であゆ、使用済燃料に関しては皆無であウた。将来に於いて

も我が国では、国際原子力機関IAEAの蜜全輸送規則1985年版によ墨技術的向上と厳し

い交通規制とを考え合わせると、その事故発生の確率は極めで低いものと予想繋れ為。

　1醗Aの輸送規則に規定回れでい為試験蕃準では不十分であ為との声があ為。これに対し

ては1醗A規期に驚められた試験要件を越える条件での種々の災験が方身で二二旧れでいる。

例えば衆国のオークリッジ国立研究所では落下高釜約80mの落下試験塔を、塞たサンディ

ア国立研究所では56皿及び91mの落下試験塔等を設置している。鑑た董門門60トン

の実物キャスクを積載した速度1301燃／hの高速度輸送車のコンクリート壁衝饗簿踏切

事故丁丁を実施し、謹た量のような事故に対する解析手法や縮尺酸ヂル案験との比較検討

を行った。最近英国C践GBは昭和59年7月17日に列可用ディーゼル機関車とキャス

ク専用翰送貨車との衝饗三門を公開で実施し、大伐功裡にキャスクの健全性を案引した。

因みこの衝突案験に於け為列車の速麓は約160k賠／hで、使用釜れた涛ヤスクは梅gnox

炉の使用済燃料用爵ヤスク悔泳禰¢、その蓑荷全重量は爆翫であウた。

　我が国に於いでは、1966年以来使用済燃料周輸送容器の基礎的開鷺研究実：験を実施

して懇で多くの成果を上げで藩た。更に1977年からは9ケ年計画で約60億円の予算

規模で「使用済燃料輸送容器幽霊性実証試験」を、電力中央研究所武山試験センターで実

施してい為。この試験は重量約50トンおよび約100トンの£種類の実用規模輸送容器
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を用い、Drop　Test曾lmmersio疑Tesb　Spray　Test璽Fire　Tes色g　Leak　Test及

び　Shleld痛g　Te蕊などを行ってい為。追加試験としで9mを越える落箏試験も災施

萎れでいる。謙た各国で行なわれている爽鞠試験に倣っで我が国では放酎性物質を輸送中

のトラックの正面衝突実験を実施しで、積載鞠の固縛方法の確立のためのデータを得でお

り、また近くは実物トラックの側面衝突実験や六フッ化ウラン輸送容器の高庄に鮒す為謝

圧誠験を実施することになつでいる。盤らにや核物質防謹の観点からプルト轟ウム航空輸

送容器の開発とその実証試験が、また高、中抵レベルの返選廃棄物の輸送容器の開発など

が次の課題と釜れている。
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スウェーデンにおける放射性廃棄物の貯蔵⑳管理

ス倣づン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）

　社長　　スチン纏ビ愚一ストローム

　璽9＆魂年にスウ濫一デンでは、主に水力と原子力発電によって約1，鶯⑪0億kW

恥の電力が生産され尭。スウ誠一デンの原子力発電計画は合計出力95◎万kWを持

つ且2基の原子炉から成っている。原子力発電所は岨か所あり、全て海岸立地である。

璽9霧5年以降、原子力はスウ灘一デンの電力の哩5～50％を供給する踏ろう。

　原子力発電から生じる使用済み燃料と放射性廃棄物に対す番スウェーデンの輸送お

よび貯蔵システムは、再処理を行わないで使用済み燃料を中間貯蔵し、そして直接処

分す器という原則に遜；ついてい為．

　且97⑪年代における精力的な討論と璽3魏0年の原子力国民投票の結果、スウ

鳳一デン国会は今後原子炉を建造しないこと、および現存す轟原子炉も2⑪豊◎年以

降は運転させない旨を決定した。

　驚⑪璽⑪年まで1勲暴の原子炉をフルに利用しね場合、放射性廃棄物の総発生量

は，使用済み燃料7灘⑪⑪竃U、低・高レベルの運転廃棄物99，0⑪O賦デ誠ヅ

シ靱論ング《廃炉）廃棄物豊豊餐，⑪⑪⑪鵬墾計算され巻．

　スウ謹一デンの核燃料管理計画は麓つの部分から構成瀞れている．一一っは既に運転

中野あり、黛Oi⑪年まで原子力発電を続けるという要求に見合うように設計され潅

システムおよび技術を用いて実旛窓れている、

　もう…つは研究開発が進行中であり、高レベル放射性廃棄物の最終処分という懸案

に対して、種々の処分方法の最：適化問題に取吟組んでいる．黛⑪勲⑪年頃には処分場

の操業闘始が計画されている、

　次のシステムおよび旛設が現在、運転中であ甑遂行中である。

且．すべての放射牲廃棄胸を対象とし海キャスク輸送專用特殊建造船による海上輸送

　　システムが璽9霧黛年から始まつ尭．1騒毬5年には、約襲50意の使用済み燃

　　料が中間貯蔵のため原子力発電断から中央貯蔵施設（C葛A駐）へ輪送されるだ

　　ろう。璽9＆呂年から同船はま彪運転廃棄物を最終処分場（S鮒R）に輸送する

　　のに使用されるであろう。
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Z　使用済み燃料中間貯蔵のための中央施設であるCLAおは現在、建設中であり、

　　19＄5年から操業を始める予定である。この施設は第一段階で燃料a⑪⑪⑪挙

　　ンの貯蔵能力のある地下貯蔵プールから成り、必要に応じて9，000トンまで拡

　　張できる。使用済み燃料の貯蔵期間は約魂0年間を予定している。

a低・中レベルの原子炉廃棄物の最終処労のための中央地下処分場であるSFRは

　　現在建設中である。処分場は丁丁性岩石層に位置している。建設工事は19＆3

　　年に始まり、施設は19＆＄年に使用可能の予定である。

　高放射牲で長芋命の放射牲残存物の最終処分という未解決の問題に対しては、K鶏

S－3という概念がスウ濫一デンの原子力法にしたがって政府によって開発され、認

可されている⑰

　いわゆるK欝S－3概念の主な特徴は以下のとおりである。

一燃料要素を約10磯の厚さの銅製のギャ轟スタに封じ込める。

一キャ轟スタを地下約50⑪mの結晶牲岩石層のドリフト（坑道）の中に最終貯蔵す

　る．すなわち、キャ轟スタは垂直の貯蔵孔の中に一個ずつ入れ、それからキャ晶ス

　タの回りを高密度のベントナイト粘土から成る緩衝材で覆う。

　この高放射性残存物の最終処分の実現可能な方法が示されたわけであるが、スウ鳳

一デンの法律は、黛⑪0⑪年頃に行う最終決定の根纏をできるだけ最善のものにする

尭めに広範な調査研究計画を実施するよう規定している。このため岩床や地下水の特

性（核種の移行、化学的条件等）の地球科学的な調査研究、および廃棄物形態としで

の使用済み燃料や三等の容器材の研究が進められている。

　これと並行して、最終処5》場の適切なサイトをみつけるための広範な地質学的調査

が行われている。サイトの最終選定は199⑪年代の末頃と見込まれている。

　スウエーデンの法律では、原子力発電会社は、全コストの資金調達を含め、放射牲

廃棄物計画全体に関して必要な開発と実現化の主たる責任を持つ。このため原子力発

電会社は、共同所有会社であるスウ皿一デン核燃料・廃棄物管理会社（SK8）を設

立し、SK鯵に放射性廃棄物の安全管狸システムの実現に必要な研究調査、対策の調

整、計画、実施を委ねている。

　社会に受容される方法で廃棄物処分が実施毒れる必要があ軌これに関して、政府

は電力会社壱監督・管理している．この監督・管理は安全性、放射線、財政を担当す

る三つの関係当局によって行われてい為。

　スウ雌一デンにおいては、燃料サイクルのバックエンド活動のコ塔トは、原子力発

電に料金を課すことによって賄われている。この料金で、使用済み燃料と放射姓廃棄
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物の全輸送、申問貯蔵と最終処分、さらに2010年以降の且2基の原子炉の廃炉・

解体の費用を全で賄えることになっている。このための総コストは450億クローネ

（49億ドル）あるいは勲オーレ／kWぬ（2誼ミル／kW恥）程度と推定されてい

る。
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カナダにおける放射性廃棄物管理

カナダ原子力公社《A鯉CL）

酬トシ購原子力研究所廃棄物管理部長

　　　　　　　　蔓之。　欝。　ライアン

　カナダの放射牲廃棄物管理計画の全体目標は㌔放射姓擁棄吻によって人体および環

境が有意な影響を受けないようにすることである、現在、ω高放射盤核燃料廃棄物、

および②低レベルならびに中レベル廃棄物塾の永久処分技術の開発を重点的に行っで

いる。

　本論文では主として核燃料廃棄物を対象とし、カナダの研究計画で用いられる新技

術と試験施設について触れる．

　核燃料麗棄物管理の責任は置97＆年にカナダ政府とオンタリオ州の問に取ゆかわ

霞れた協定によつで定められでいる。慧の協定によれば州営の電力会社であるオンタ

リオ・ハイド騨社が使用済み燃料の中間貯蔵と輸送の技術開発に責任を持ち、国営の

カナダ原子力公社（A㌶CL）が核燃料廃棄物の固形化（轍欝瞬llz蹴lo駿）と安全処

分に関する研究開発計画の調整・管理に責任を持つ、

　カナダにおけ篇核燃料廃棄物処分の概念は，まず使用済み燃料の中聞貯蔵、次に核

燃料門門物の固形化、そして最後にカナダ樵状地の地下深くの安定な深成岩の中への

固形化廃棄物の処分というようになっている．使用済み燃料と燃料リサイクル廃棄物

の固形化技術の開発が現在進められている、

　現在㌔使用済み燃料は原子炉サイ》の貯蔵プールに水中貯蔵されている。現在の施

設の貯蔵能力からみ覧総合的な処分戦略を開発す馨時間的余裕は十分にある。貯蔵

代替案として、高密度水中貯蔵、対流冷却ポール》貯蔵、認ンクリー》キャ晶スター

貯蔵、”ンクリー恥串ヤスク貯蔵などが検討書れでいる．

　固形化および処分計画の主要な内容は、燃料固形化、廃簗物固形化および地球科学

的研究であ器。

　燃料固形化の研究では、使用済み燃料集合体懲そのまま1処分す蕊ための耐久牲のあ

る封じ込め容器の開発と廃棄物形態としての硬用済み燃料の特性調査が含まれる。い

くつかのプロ恥タイプの容器がステンレス鋼ま尭はグレード勲・チタンで製造され、
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静水力学試験施設で圧力璽⑪M駐趣温度15⑪℃までの実験が行われた。

　廃棄物固形化研究の目的は、CANDU炉の使用済み燃料をリサイクルしだ場合に

発生する廃棄物を固形化するプロセスと生成物を開発することにある。ガラス、セラ

ミックおよびガラスセラミックが，可能性のあ巻廃棄物形態としで検討されている。

現在稼働中の廃棄物固形化プロセス実験施設には回転スプレー型仮焼器およびセラミ

ック電気溶融器が装備されており、1時間に10k瑠のホウ硅酸ナトリウムガラスの

生産宥鮭プフがある。

　固形化燃料試験施設（夏置丁鷺）は、処分ボール匙の条件下での放射牲騰棄物の形

態と工学的バリアとな楼物質の特性を知ることができるように設計されており、広範

囲の実験ができるようになっている、高放射性物質を用いた実験を行うために7個の

灘ンクリー》キャ論スターが製造され据え付けられた。夏盟丁貯での実験は今後まだ

2年は続けられる予定である、　　　　　　　　　　　　　　，

　地球科学的研究の重点は、カナダ楯状地の大深成岩層を固形化核燃料廃棄物の処分

に利用する評価研究を進めることである。

　地下研究施設（U獄亙、）が、過去に擾乱のなかった花醐岩層の中の地下水面より下

の部分に建設中である。UR瓠計画はig79年に着手され、研究施設について適切

な研究範囲と立地点を特定するため実地調査が始められた．U験し計画の目的は、地

表と地表下の相互関係、深成岩層の水文地質学的および地球化学的システム、掘削に

よる岩盤の損障、深成岩層に対する熱の影響（質量の輸送への影響を含む）、および

緩衝材／埋め戻し材／岩体の相互作用に対する熱の影響に関する諸研究を行うことで

ある。
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JT－60の建設と核融合技術開発

日本原子力研究所

　理事　森　　　　茂

　核融合の研究開発は、日本の臨界プラズマ試験装置JT－60、米国のTFTR、

EGのJET、ソ連邦のT－15によって、核融合炉々心の科学的フィージビリ

ティが実証される段階にまで進展してきた。これらの大型トカマク装置によっ

て、プラズマ温度　／億度、同密度　約／020コ／η戸、エネルギー閉込め時間

／秒の臨界プラズマ条件が達成され、さらにこのような高温プラズマの制御及

び定常化などの改善の研究が行われる。

　大型トカマク装置は、このような画期的成果を目的として建設されたもので

あるが、その目的を達するためには、それ以前の装置に比べて、2～5倍のス

ケールアップが必要であった。このスケーールアップの結果、コイル、電源、真

空、制御、加熱、冷凍などの技術は、過去に前例のない規模のものとなった。

このような量の拡大は、在来技術の単なる大型化のみでは対処できず、必然的

に新しい質の技術を要求することとなった。

　JT－60の基本設計は、日本原子力研究所において行われた。その製作は日

本の原子力五社が担当し、㈱日立製作所がその中核的役割を果たした。契約と

しては、原研は発注者であり、原子力五社は受注者であるが、技術的側面から

見るならば、原研と原子力五社が協同し、新技術を駆使し、あるいは新技術を

開発しながら、建設を進めたわけである。その結＝果、JT－60に、日本の持つ

最高の技術を結晶させることができた。JT一一60は／985年4月初めに完成し、

直ちに実験が開始された。JT－60を一つの電機機械と見るならば、既に／00

％定格の運転に成功している点で、世界の四台の大型トカマク装置のなかで最

も完成度の高いものとなっている。
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　大型トカマク装置本来の目的である臨界プラズマ条件の達成は、加熱装置の

建設を必要とするので、1987年頃と予定されている。

　JT－60の建設によって、結果として多くの大型トカマク装置建設のノウハ

ウが蓄積され、また開発された技術は予想以上の波及効果があった。これらの

技術やノウハウによって、核融合炉技術は格段に進歩し、今や、然るべき技術

開発手順を踏めば、JT－60の次段階の工学試験装置を建設できると技術的判

断されるに到っている。

　JT－60は核融合の科学的フィージビリティの実証という科学的目的のため

に建設されたものであるが、別の見方をすれば、核融合研究開発に関する技術

を、在来の物理実験装置のレベルから、現実に炉を想定し得る段階にまで押し

上げる推進力となった点でも大きな意義を有している。
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適月11日（木）

セヅシ鑓ン4：

燃料サイクル産業化への課題

［講演セヅシ量ン］9：30～i2：3⑪

　わが国においては、燃料サイクルダウンストリームの計画が具体化し、その円滑な

推進が期待されている。燃料サイクル上の技術はすでに確立されているが、これを事

業として推進していくためには、研究開発機関、民間産業界および地域住民との協力

ならびに諸制度の確立が不可欠である。ここではわが国における燃料サイクル事業確

立上ならびに放射牲廃棄物対策上の諸課題を明らかにし、併せて諸外国の計画と経験

について報告を受け、今後の施策検討の参考に資するものとする。
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わが国におけ番燃料サイクル事業確立上の諸課題

《社）鵬本原子力藩業会議

　　副会長　　村　鯉　　　浩

　わが麟においでは、燃料サイクルを国内に確立することを国の幕本方針としでいる

ので、その臨め必要にしで充分な燃料サイクル技術の蕪盤を整備し、もつで暴本方針

に篭っ湘燃料サイクルの事業化を進め碁べ潔であ巻。

　事業の椎進にあ海っては、濃縮、成i璽加工㌔再処理、同収プル恥晶ウム・ウランの

利耀㌔廃棄物貯蔵および処環轡処分の総構にわた甑…貫性のあ蕎調麹のとれだ燃料

サイクルの事業化を今復とも進める必要があり、努力し嬢ければならない。

　ζうした翰墨的観点に尭ち、国際的な視点もふまえつつ所要の諸課題と真剣に取り

維み㌔それぞれの問題を解決あるいは克服す難ことが肝要である。それぞれの事業の

主体となる組織はもとよ甑闘饗す番敬府関係および民問の各機関がそれぞれの役割

に応じで最善を尽し互いに協力して，署の目的を達成することをわが国の原了・力平和

利用の将来の梵めに強く望みたい、

1．燃料サイクル事業化の背景㌔事業維選の意義および技術開発

瓢　わが国の燃料サイクル事業の計画と現状

＆　燃料サイクル事業確立にともなう諸問題

　　　・官民の役割分拠と筆力体制のあむ方

　　　・妓術開発成果および経験の継承

　　　・燃料サイクル事業の経済姓

　　　・調麹ある燃料サイクル確立のための対策

　　　・核不拡散政策との調和

　　　・燃料サイクル旛設の立地上の諸課題

45一



く
8
容
帯

く
8
鋳
幡

く
鶯
霧
是

く
O
灘
耀

＜
0
8
卿
灘

く
8
欝
総

臨（

紳
く農

欝 鰹
懸・

糎
鰹 お

⇔
4雌

黛

輯 ま㌻

誕 や鞍

罧
蝋

撚

塒
鱒
讐 配

臨 霧
o

4慧
繊

棚 r、

灘 飛

報
黙

墜鷹く

廿紳
鱗）　　⇔

蠕）　』
臓
欝・　4肛

羅
や

盤
　
罧
　
懸

織
儲
畷
跡
H

．
礁
　
　
隙

懸
塒
郷
藩
慶
　
　
無
腿
締
H
螺
鰭

H

（
鞭
如
樹
鍛
獺
．
齪
麟
）

　
　
蕊
酸
轍
論
総

　
　
　
（
珊
騨
終
欧
の
霧
総
賦
）

　
　
　
盤
陳
＄
総
鍾
3
澱
纏
曜

　
　
（
Φ
紳
鵠
裁
e
酬
洲
難
解
懲
遡
韻

蕪
纒
．
蜘
鰹
欧
8
脚
総
臓
く
駆
臨
慰
論
）

　
　
　
　
　
難
険
識
総

　
　
　
（
遭
総
e
臨
維
儒
團
）
垂
髪

紳
＼
瀞
弦
の
入
窃
鎗
騨
懸
9
澱
灘
畷
．

報
蹉
蝋
黙
汐
紳
＼
瀞
鉢
g
り
λ
門
鑑
脚

　λ
?１卜

ﾀ心
E＜入
･暴痴

　鞭
B如黛　姻陛誠

ﾘ獺
沖　　Q
吹@　《諜）

?霧
酎

ひ　　　！輔憂　翻

@餐
醗
螺

娼賦

牌
臓

翻

醍

黛
灘
e
醐
州
耀
羅
塒
魏
緩
拠
齪
燃
）

　
掛
＼
λ
駆
心
入
幽
⇔
灘
総

　
　
　
　
　
　
　
　
　
幽
譲
蹴

継
繋
e
隔
耀

（
倒
献
躍
脚
騨
Φ
。
廿
欝
）
（
鴬
）
罧
糊
蓑
鷹
終
㎜

（
網
編
㎜
脚
興
◎
，
紳
灘
）
（
灘
）
ぺ
加
一
わ
蓑
瞳
終
㎜

鷲
州
蘇
櫛

　
　
凶
齪
鮭
陣
釈
輿
蹉
寿
叔
妙
齢
州
蛛
騰
鞭

　
　
凶
翻
降
蕪
紫
聯
蹟
塾
叔
購
牌
覗
蝋
騰
鞭

艇
齪
謂
鰻

瓢
潔
櫃
搬
鼻
慰
遡
馴
蕪
焚
調
て
藷
雌
　
　
　
　
編
潔
鰐
鰻
λ
い
心

縦
耀
幽
瑠
融

一46

沿
海
e
（
鞭
卜
紳
総
）
臆
べ
冊
e
礁
如
整
磁
柵
塚
囎
ゆ
蟻
昌
艦
網
灘
禽
ヘ
ヤ
わ
婁
嚢
捧
腿



原子熔料サイクル：旛設位置図
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フランスにおける燃料サイクルダウンストリームの開発の現状と計画

フランス核燃料公社（愈OGE蹴）

再処理事業部産業担当理事

　　　　　M．　ドランジ訟
し

　核燃料サイクルのバヅク・エンド部門における産業活動に関して、これまでに得ら

れた成果と目下進行中の開発は、フランスを現在国際的に有利な位置に置いているが、

これは原子力庁（C鴬A）とその子会社の長年にわたる一貫した政策の所産である。

1．　CEAの発足以来、系統的な使用済み燃料再処理の原則が採用された。この政策

　　を遂行するため、讃た新しいタイプの使用済み燃料が出現する度に階適当な資材

　　と人材が研究朋発、エンジ轟アリングおよび産業活勤の分野で即座に用意されて

　　きた。それぞれの分野では㌔各々の産業化の発展の段階に応じて責任鈴担が明確

　　に定められた。

　　　　・C蹴Aは全てのノウハウの保持者であり、プロセス研究調査と技術試験を

　　　　　指揮し、プロセス書を用意する。

　　　　⑳COG灘MAは産業会社であると同時にC戴Aの小会社でもあり、プラン

　　　　　ト建設の現場監督である。

　　　　・SGNは再処理プラントのエンジ轟アリングを専：門とするCOG鱈MAの

　　　　　小会社であり、エンジ晶アリングの実施とプラン》建設の契約当事者であ

　　　　　る。

　　　　⑳COGEMAは産業運転者であり、生産分野から研究開発、エンジ晶アリ

　　　　　ング分野への定期的な情報のフィードバヅクを保証する。

a　公的機関であるC翻Aのチームによつで行われる研究開発調査は、政府の科学研

　　究補助金と、プロセス書の依頼者かつ受領春であ巻COGE樋Aによつで支払わ

　　れる費用によって賄われている。

a　30年以上もの問C犯Aを中心とするグループによって採用されてきた政策の継

　　続性、一貫性は以下の問題の解決に役立ってきた。

　　　　・軽水炉や高速増殖炉の使用済み燃料の再処理で得られた成果に示されるよ

　　　　　うに、新しいタイプの使用済み燃料の出現の度に起ってきた数々の技術的

　　　　　な問題
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　　　　・燃料サイクルのバヅクエンドの産業化の進展によって喚起された世論にお

　　　　　ける政治的・心理的な問題。例えば、ラアーグ拡張計画は深刻な反対運動

　　　　　に直面することもなく、今では広範なコンセンサスを得でいる。また、マ

　　　　　ルクールの拡張計画は自治体当局および地元世論から異口同音の支持を得

　　　　　でいる。

4　産業との関連を考慮して、フランスに設立されたこの組織は、センシティブで本

　　質的なプロセスおよび技術の産業所有権をCEAグループ内で保持するととも

　　に、フランス内外での市場活動を維持することをめざしている。
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イギリスの再処理事業体制

W．L。ウィルキンソン

イギリス核燃料公社理事

　まず、イギリスでの燃料再処理における初期の経験、およびそれに基づいたセラフ

ィールドの大規模商業施設（イギリスおよび海外のマグノックス炉燃料の蒋処理用）

の確立についで概述する。

　次に、セラフィールドでの酸化物燃料の再処理で得られた経験についてレビ蔑一し

たあと、現在建設中の新商業酸化物燃料再処理プラント（T｝璽◎設P）について議論

する。ここでは、TH◎R］Pの設計上の特徴、関連の研究開発、詳細設計、建設工事

状況を紹介する。
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放射性廃棄物管理一一その国際的展望

経済協力開発機構原子力機関

（O露CD・NEA）事務次長
　　　　　　　P。　ス　トロ｝一ノレ

　最近の5年間で、放射性廃棄物の長期管理に関する政策：の実施はいちじるしく前進

した。多くの0劉CD加盟国では、使用済み燃料および高レベル廃棄物の貯蔵と処分

の問題を解決するために特別な法律が制定された。特に専門機関が創設されて、目的

達成のための資金調達制度も設けられている。

　R＆Dおよび実験研究の成果は、幾つかの国では法律によって義務づけられでいる

廃棄物安全処分の実証計画の促進に寄与している。この進歩は、O劉CD原子力機関

の放射性廃棄物管理委員会が作成した技術評価に反映されている。この委員会は政府

高官とこの：分努の専門家で構成されているが、最近、　「高レベル廃棄物あるいは使用

済み燃料の長期隔離を保証し、関連の長期的な安全目標に適合する深部地層への処分

システムを設計、運営することができるということについては高度の確信がある」と

の結論に達しでいる。

　さらに、放射性廃棄物の長期管理に責任のある政府機関および他の公的機関の役割

と、特に技術的な封じ込めシステムに関連した制度的管理の範囲および有効性につい

では現在、より現実的な方法で評価中である。最近、数か国で法制化が進められてい

るが、それによると、政府は原子力活動の規制枠組の中で、貯蔵および処分施設の建

設と運転に必要な規制メカ轟ズムを創設することができる。これらの施設の閉鎖後は、

場合によつでは長寿命放射牲廃棄物の隔離を保証する技術的バリアを制度的管理で補

うことが必要である。政府当局はそのような管理が継続的に有効に適用しうる最長期

間を評価すべきである。この輩出は，例えば壕世紀から3世紀にわたるかも知れない

が、これを過ぎるともう人類が安全対策上手段を講じる必要はないというものである。

　安全性の見地からいえば、比較的遠い将来、処分施設の建設・運転が必要になった

場合の資金調達手段を確保できるようにすることも重要である。必要な資金を正確に

推定することはできないが、すでに実施されでいる資金制度の経験から、必要資金を

電力会社やその他の放射性廃棄物を発生する企業の収入から集めることが可能であり

その額は原子力発電コストのわずか2～3％であると考えられる。また、過去の経験

一51一



から、廃棄物の長期管理に必要な財源についてはその他にも種々の手段が考えられる。

　原子力の第3者責任と保険に関する最近の国際協定や法律は、放射性廃棄物管理の

実施段階で、万一損害が起れば被害者に補償するのに妥当なものである。放射性廃棄

物処分の技術的な立場からいえば、処分場の閉鎖後人体あるいは財産が被害を受ける

ことは到底あり得ない。しかしながら、然るべき時がくれば保険によるカバーは政府

の補償システムによつで置きかえ番のがよいと考えられ巻。

　放射性廃棄物管理は、とくに長期的にみ海場合、単なる技術的問題にとどまるので

はなく、将来の世代への影響に対する公衆の懸念にも十分に注意を払わなければなら

ない。とはいえ、科学技術的証拠に慕ついだ結論と政治的配慮の問には適切な平衡状

態が保たれるべきである。国際協力が、このような平衡状態に到達するのを助け番で

あろう。
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魂月11日（木）

セヅション5：

国際核不拡散体制への新しいアプローチと平和利用の促進

［パネルセッション］14：⑪⑪～17：0⑪

　核不拡散条約（N瀞T）が成立してから15年が過ぎようとしており、本年9月に

は第3回のNPT再検討会議が開催される予定である．N醗丁は世界の大部分を包含

する国際核不拡散体制（秩序）の中核としての役割を果たしてきたが、一方条約成立

時からの懸案である第3世界からの合意が不十分なまま、さらに近年は開発途上国等

より核軍縮の実現と原子力平和利用の権利をめぐり厳しい挑戦をうけている．原子力

国際協力と貿易とがさらに広範に進展することが期待されており、核不拡散と原子力

平和利用の正しい均衡を回復することが喫緊の課題である。

　ここでは核保有国、N酔T非締約国、原子力供給国、原子力被供給国等の代表者に

よってN欝Tを中心とする核不拡散体制の問題点と課題を討議し、これら諸国を包含

する国際秩序へのアプローチと原子力国際協力進展への方策を模索するものとする。
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原子力平和利用と核不拡散一過去と未来

原子力委員会委員

　　　西　堀　正　弘

　いかにして核拡散の危険を排除しつつ、原子力の平和利用を促進するかは、原子力

時代の幕あけ以来一回忌で存在してきた課題である。この課題を解決すべく色々な構

想が浮かんでは消えていった。結局、核不拡散条約《N聖T）とその中に包摂された

国際原子力機関（夏A氾A）による保障上置とが、原子力に関する基本的な国際レジー

ムとして定着することとなった。

　しかし、NPTは、たまたま1966年末までに核兵器国となったという悠意的な

事実によって世界の国々を戴然と二分した極めて差別的不平等な条約であるという宿

命をもっている。にもかかわらず，日本を含む多数の非核兵器国は、核不拡散という

大義名分のためには主権の平等盤を犠牲にすることもやむなしとの良識のある立場を

とり、N醗丁体制を支持してきた。

　日本のように平和国家として既に核のオプションを放棄している国にとっては、N

駐T加盟はこの点についでなんら実質的な不利益をもたらすものではなかった。それ

でも日本がNPTに署名し批准することは、決して容易なことではなかった事実を改

めで想起したい。殊に、特権的地位を有する核兵器国は、この事実を軽く見ないでも

らいたい。

　N置）Tは、かかる差別性解消の一助として、非核兵器国に対し原子力平和利用を、

奪うことのできない権利として保証し、他方、核兵器国に対しては核軍縮に向けての

誠実な努力を要求している。幸いにして、N毘丁体制の下において第6番目の核兵器

国は出現しでいない。換言すれば、締約国中非核兵器国側は、忠実にNPTを遵守し

てきた。これに反し、核兵器国側においては、核軍縮は一向に進展せず、また、非核

兵器国による原子力平和利用に対してもともすれば消極的態度をとりがちである。

　然るに、N盤丁非加盟のある一国が敢行したいわゆる平和目的の核爆発実験を契機

として、核兵器国ないし核物質等供給国は、原子力平和利用に対する態度を硬化させ、

ますます消極的制限的な立場をとるにいたった。

　かかる状況の下で、国際核燃料サイクル評価（蛋NFCE）の作業が世界中の英知

を集めて行われた。その結果、原子力の平和利用と核不拡散は、両立し得るものであ
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るとの専門家のコンセンサスが得られた．それにもかかわらず、世界の原子力界は、

今なお不確実牲の時代に低迷していると言えよう。

　それは一体どういう訳であろうか。思うに核不拡散は第一義的にはすぐれて政治的

問題であり、技術的制度的問題は、核不拡散に関する限り第二義的なものであるとい

うことについての認識が十分ではないからであろう。ある国が核武装をする、すなわ

ち国際的に核拡散が行われるのを阻止し得るか否かは、核武装することに自国の国益

を見出すような政治的動機を当該国に対して与えず、また、現実に核武装を行った場

合に蒙るべき政治的経済的徴罰の苛酷さを予想せしめることによって核武装の政治的

決定を断念せしめ得るかどうかという、究極的には全くの政治的問題である。

　他方、純粋に技術的見地からみるかぎり、核燃料サイクルのような原子力活動で核

拡散の危険を全然伴わないようなものは存在しないであろうし、また核拡散の危険を

完全に排除し得るような技術は存在しないことを認識すべきである。

　従って、核不拡散を目的とする技術的制度や手段を苛酷なものにすればするほど、

核不拡散の目的が達成されると考えることは、あま1りにも短絡的な見方であり、かえ

って逆効果をすら生じかねない。むしろ制限的否定的な手だでよりは積極的協力的な

方途の方が核武装に向かおうとする国家の政治的動機を奪い、政治的意思を減殺する

効果が大きいであろう。

　こう言ったからといって、核不拡散を目的とする技術的手段、制度的方途の整備改

善はあまり意味がないということでは決してない。それらは、すべての国々をしで健

全な原子力政策を指向せしめる誘因となる効果を有している．その意味において、例

えばN恥丁体制を補完するための制度的方途としでCAS（供給保証委員会）、互S

貯Mく国際使用済み燃料管理）、置燈S（国際プルト識ウム貯蔵）等の制度を確立し

九り、また，璽A鳳Aの保障措置の技術的改良を図っだりすることは、大変有意義な

ことである。

　このように見てくる戯今日の世界における原子力活勤の不確実性を除去するため

には、原子力活動に関しあらゆるカテゴリーに属する国家、すなわち、核兵器国、非

核兵器国、資源供給国、消費国、先進工業国、開発途上国等、利害関係を異にする各

国が相互の立場を十分に理解し海上で、それぞれの立場を越えて国際的コンセンサス

によって、原子力活動についての客観的丸環的な国際的基鰍共通の制度、共同の措

置を案出し確立しでいくことが必要である。こうすることによって初めで、核拡散と

いうすぐれて政治的な問題と原子力の平和利用という非常に技術的経済的問題との問

の調整が図られ、健全な原子力国際秩序が確立されることとなるのである。
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議長，講演者，パネリストの紹介



開会セッシ灘ン

　　　　　　　　　山　下　　　勇沃

1911年2月i5日生　　本籍±奇玉県

1933年　東京帝国大学機械工学科卒

1970年　三井造船㈱社長

1979年～同社会長

その他の主な現職：

民間　経済団体連合会副会長

　　　日米諮問委員会委員

　　　核物質管理センター会長
　　　海洋科学技術センター会長　．

政府　科学技術会議議員

　　　大蔵省財政制度審議会委員

　　　行革審科学技術分科会主査

　　　　　　　　　吉　山　博

明治44年12月1日生　本籍山口県

昭和10年　東京大学電気工学科卒

　　　　　日立製作所入社

　　27年　電気事業部技術部長

　　36年　取締役，

　　43年　専務取締役，

　　46年　取締役社長

　　56年～取締役会長

その他役職：

吉氏

電気事業部長兼務

　　企画室長兼務

53年～日本機械工業連合会副会長

53年～日本貿易促進協会副会長

55年～経済団体連合会副会長

　　　　　　　　　有　澤　廣　巳氏

明治29年2月16日生　本籍高知県

大正ll年　菓京帝国火難経済学部卒

昭和20年　東京大学教授

　　31年　原子力委員会委員

　　34年　法政大学総長

　　48年～日本原子力産業会議会長

その他の主な現職：

　　39年～産業構造審議会委員

　　40年～総合エネルギー調査会委員

　　44年～物価安定政策会議委員

　　49年～学士会理事長

　　55年～日本学士院院長：

　　　　　　　　　竹　内　黎　一氏

大正15年8月18日生　本籍青森県

昭和23年　東京大学経済学部卒

　毎日新聞政治部記者，運輸大距秘書官

　を通じ昭和38年以来衆議院議員

昭和48年　経済企画政務次官

　　54年　自由民主党経理局長

　　55年　同党総務局長

　　57年　衆議院外務委員会委員長

　　59年～科学技術庁長官・原子力委員

　　　　　長
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セッシ瀞ン1

　　　　　　　　　田　中　精　一三

明治44年4月26日生　本籍東京都

昭和9年　慶応義塾大学法学部卒

　　9年　東邦電力㈱入社
【7年

26年

37年

4［年

47年

中部配電㈱引継

中部電力㈱引継

同社取締役

同社常務取締役

同社副社長

　　52年～同社社長

その他役職：中部経済連合会会長，中部

　原子力懇談会会長，東邦瓦斯㈱取締役，

　日本電気協会副会長

1928年

195【年

1958年

1959年

［960年

1963年

1976年

1978年

1979年

　　　ハンス・ブリックス斑

スウェーデンのウプサラ生

ウプサラ大学卒（法学）

ケンブリッジ大学より国際法博

士号取得

ストックホルム大学より法学博

士号取得

ストックホルム大学助教授

外務省局長（国際法担当）

外務次官（経済協力担当）

外務大臣

外務次官（経済協力担当）

1981年～IAEA事務総長



　　　」．ベネツト・ジ覇ンストン銑

1932年6月10日生
上院議員（1972年初当選）：

　　民主党，ルイジアナ州選出

上院エネルギー天然資源委員会，エネル

ギー規制小委員会，エネルギー水資源小

委員会の首席委員。“ミスター・エナジー”

とも呼ばれ，民主党が上院で多数派とな

れば委員長の座を占めることになろう。

最も熟練したネゴシエーターで影響力の

ある有力議員の一人。過去4年間上院予

算委員会に属し，財政引締めと政府予算

の均衡を提唱。

　　　　　　　　　藤　波　恒　雄氏

大1E6年10月4日生　本籍東京都
昭和15年　隅隅帝国大学工学部卒

　　30年　通産省公益事業局調査課長
　　35年　　　　　　　　 ∠ノ　　　　　　　方缶言窒言果長

　　42年　科学技術庁原子力局長

　　43年　　　〃　　事務次官

　　47年　電力中央研究所理事
　　50年　　　　　　　 ノア　　　　　常務王里事

　　51年　原子力工学試験センター理事

　　　　　長

　　55年～日本原子力研究所理事長

その他の現職：日本原子力学会会長

　　　　　　　マルタン・マルヴイ既

1977年　フィジャック市市長

1978年　国民議会社会党議員

1984年～産業再編・対外貿易縫付エネル

　　　　ギー担当大臣

エネルギー担当大臣として，フランス石

炭公社，フランス電力公社，フランスガ

ス公社，エルフ・アキテーヌ，原子力庁，

エネルギー節約庁等の各種のエネルギー

関連組織・会社がマルヴィ氏の監督下に

おかれている。政府内では，エネルギー

関連科学技術および産業的研究活動の決

定と実施に参画する。

大正B年9月19日生
昭和23年

　　23年

　　26年

　　39年

　　49年

　　52年

　　54年

　　57年

　　　　那　須

　　　　　本籍東京都

東京大学法学部卒

関東配電㈱入社

東京電力㈱引継入社

同社企画室調査課長

同社総務部長

同社取締役

同社常務取締役

同社取締役副社長

摂氏

　　59年～同社取締役社長

その他の現職：経団連エネルギー対策委

　　　　　　員長

一6G一

　　　　　　　　　伊　藤　俊　夫民

明治42年2月「4日生本籍高知市
昭和6年　京都帝国大学電気工学科卒

年
年
年
年
年
年
年
年
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」
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3
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山陽中央水力電気㈱入社

日本発送電㈱に引継採用

関西電力㈱に引継採用

同社多奈川火力建設飯長

同社取締役（火力原子力）

同社常務取締役

同社専務取締役

同社副社長
56年～同社ネ目言炎そ隻

　　　日本原子力発電㈱会長

　　　　　　　　　劉　　　書　林氏

1924年　河北省定県に生まれる。

1949年より西南工業省人事課副課長

　　　　　北京原子力研究所副所長

　　　　　原子力工業省次官を歴任

　　　　　また中国共産党中央委員会書

　　　　　記として活躍。

現　在　中国原子：力工業公司会長



駕
　　　　i　　　　　　　一＿　　　　　　一一＿　＿＿

　　　　　　　　　　　Dアヒムサ既

1931年5月31日生

1957年　ハントン工科大学卒，理掌修士

【958年　米アル＝］ンヌ国立研究所国際原

　　　　子カ工享研究院留学

1961－64年　ハントン原子炉研究

　　　　　　センター建設のプロシェク

　　　　　　ト・リーター

1964－68年　同センター所長
1968－84年　　IA置Aイ呆ド章手苗当局

　　　　　　極東地域担当駐在員

　　　　　　後に規格課長

現　在　イントネシア原子力弓長霞

羅， 蝦
　　　　　　　　DGウか一カー氏
［929年豪ビクトリア州ヘンティコ生。

メルボルン大学冶全学部卒，物理、台全学

の主任講師を務めた後，1961年豪原子力

委員会（AAEC）に入る。

1968年からt年間力ナタAECLの研究所
て燃料の照射損傷を研究。

1974年から77年まて在米豪大使館原子力

参事官，その後国際核燃料サイクル評価
（隅FCE）の作業に従事。

1978年AAECの研究所に帰任，研究開発計

画の立案管理の責任者として盾躍，1982年

首席行政官，1983年副委員長に就任。

セッシ讃ン2

　　　　　　　　　薫　島　良　績民

大正10年8月5麟，東京生
昭和19年　東京帝国大学！台金学科卒

　　24年　東京大学大学院終了

　　38年　東大教授（核燃料熱学，基礎

　　　　　工掌）

　　57年～東大名誉教授

現在の主な役職　原子力安全委員会原子

　炉安全専門審査会会長，通産省核燃料

　信頼性調査委員会／高性能燃料実用化

　調査委員会委員長，原子力安全研究協

　会常任理事，IAEA・OECD核燃料専門家

　会議口調代表

　　　　　　　　　豊　照　正　敏一

大正12年6月28日生　本籍岡山県

昭和20年　東京帝国大学電気工学科卒

20年

26年

40年

46年

49年

52年

日本発送電㈱入社

東京電力㈱引継入社

同社原子力部長代理

同社福島第二原子力建設準備

事務所長

同社原子力保安部長

岡社取締役原子力開発本部副

本部長

54年～同社常務取締役原子力開発本

　　　部長

一61一

　　　　　　　ジャック。ルクレア蕨；

1942年9月，リニュアンラロワ生
1965年　ポリテクニ＝一ク（高等轟轟工学院）

　　　　卒

1968年　国立土木学院卒

1969年　保険・社会保障省技術顧問

1973年　旧弊省（後に工業省）技術顧問

1974年

ig77年

1979年

ルフレイエ原発建設所長

クラフリーヌ原発建設所長

EDF副総裁（プラント設計建設
本部押当）

1983年～EDF副総裁，原子力火力発電本

　　　　部長

57歳

1953年

［955年

現　職

その他

HJシェンク氏

シュトゥソトカルト工科大学物

理学課程修了

同総覚：課程修了

オフリソヒハイム原子力発電会

社（KWO）社長

西トイツ原子炉安全委員会（RSK）

委員長

西トイツ原子力産業会議会員

西トイツ原子力学会会員

アメリカ原子力学会会員



罷響

　　　　　　　　　飯　騰　庸太郎民

大正9年2月25日生
昭和18年　東京大学第一工学部卒

　　18年　三菱重工業㈱入社

　　52年　取締役，原動機事業本部副事

　　　　　業本部長

　　56年　常務取締役，原動機事業本部

　　　　　長：

　　58年～取締役副社長，原動機事業本

　　　　　部長

　　　　　　　　　松　田

昭和3年日月24日生　本籍鳥取県

　　32年　東京大学工学部卒

　　　　　通商産業省入省

　　49年

　　　　　発課長

　　50年

　　　　　局）原子炉規制課長

　　53年　公益事業部技術課長

　　56年

　　　　　ネルギー技術開発担当）

泰氏

科学技術庁原子力局動力炉開

同原子力局（後に原子力安全

工寺支院総括看升究開発官　（省工

57年～資源エネルギー庁長官官房審

　　　議官

　　　　　　　　朱　　　　以　瀾践

1925年5月生
［956年　国立成功大学機械系卒

一　　国立清華大学卒（原子炉・Rl

　　　　課程）

1958年　台湾電力入社，火力発電の運転

　　　保守担当
1970年　オレゴン州立大学卒（原子力発

　　　　電課程）

19引年　原子力発電所建設担当

1975年　第i号原子力発電所所長

1983年　原子力運転担当技師長

1984年～原子力運転担当副社長
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午　餐　会

大正13年2月12日生
昭和24年

　　〃

　　33年
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　　　　村　田　敬次郎筑

　　　　　本案醤愛矢目舞錐

京都大学法学部卒

総理庁（現自治省）入庁

自治庁（現自治省）長官秘書
官

愛知県建築部長

衆議院議員に当選

建設政務次官

自民党政調会建設部会長

衆議院建設委員長・

自民党国民運動本部長

59年～通商産業大臣

　　　　　　　　　東　山　魁　夷弓

明治41年7月8日生　本籍東京都
昭和6年　東京美術学校日本画科卒

　　22年目「残照」で日展特選

　　40年　日本芸術院会員

　　43年　新宮殿壁画「朝明けの潮」

　　56年　唐招提寺障壁画，厨子絵

　自然を対象とする画風は平明，静穏，

清明で，見る者に安らぎを与える。「こわ

れやすい，瞬間の美に大きな感動を覚え

る」とする氏の心情には，流転に，生命，

生きている証を把え，一期一会に美を見

い出す，自然観人生観がうかがえる。



セッション3

　　　　　　　　　木　村　　　繁氏

1932年10月17日生　本籍熊本県

1955年　東京大学教養学科卒

1955年　朝日新聞社入社。水戸支局員。

　　　　東海村の原子力施設を担当。

1959年　朝日新聞東京本社科学部員

1964年　欧米原子力事情視察記者団の一

　　　　員として特派。

1975年　朝日新聞東京本社科学部長

1981年　米国ウィルソン・センター学術

　　　　諮問委員。

1982年　朝日新聞調査研究室幹事

1984年～　　〃　　　　／γ　　主任研究員

　　　　　　　　　是　井　良　欝欝

昭和4年7月20日生
昭和27年　東京大学電気工掌科卒

　　45年　日立製作所機電事業本部火力

　　　　　原子力技術本部原子力部長

　　45年　同と電力事業本部原子力技術

　　　　　本部第二技術部長

　　50年　同上原子力技術本部本部長

　　55年～同」二原子力事業部事業部長

　　　　　　　　　大　森　敏　総総

1918年8月28日生　本籍神戸市

1939年　徳島高等工業学校機械工学科卒

1961年　工学搏士（京都大学）

1951年　新三菱重工業神戸造船所勤務

1968年　三菱重工業高砂研究所次長

1976年～原子力工学試験センター

　　　　理事　耐震部長

学歴i

職歴

　　　REスケイッテール氏
マサチューセッツエ科大学（MIT）て

化学工学学士，ミシカン大学て原

子力工学修士，MlTて原子力工学
博士

1962年　セネラル・エレクトリンク（GE）

　　　　社入社

1966年　原子力事業本部高速炉機器開発

　　　　本部て管理担当

　　　　CRBR増殖炉計画のGE側部長
1978年　国内8WR4／5プロシェクト部長

1984年～廃棄物管理部長

一63一

理

　　　　　　　」幽ンクネッカー沃

アメリカエネルギー省（DOE）次官補代

　　　　　　　　　植　松　邦　彦氏

1931年5月4日生，本籍香川県
1954年　京都大学土木工学科卒

1961年　マサチューセッツ工科大学原子

　　　　力学科博士課程修了

1961年　京大工学部講師

1964年　原子燃料公社入社，副主任研究

　　　　員

1966年　電力中央研究所出向

1968年　動燃事業団復帰，高速増殖炉開

　　　　発本部付主任研究員

1982年　同事業団核燃料部長

1983年～同事業団理事



　　　　　　　　　青　木　威　文氏

1922年4月14囹生　本籍東京都

1945年　東京工業大学機械工学科卒

1957年　工学博士（東工大）

1958年　東工大助教授

1964年　東工大教授

1975年　東工大原子炉工学研究所長

1983年～東工大名誉教授

現在の主な役職：原子炉安全専門審査会

　委員，放射姓物質安全輸送専門部会部

　会長，使用済燃料輸送容器信頼性実証

　試験検討会委員長，原子力施設等安全

　研究専門部会委員

　　　　　　　＄．ビ凱一スト翔一ム民

r966年　採鉱工学修士号，スウェーデン

　　　　王立工科大学

1972年　岩石力学工学博士号，同上

1966年　玉立要砦庁軍地下建造部設計研

　　　　究技師

　　　　地下計画＝］ンサルタント

1972年　スウェーデン岩石工学研究財団

　　　　（BEFO）研究理事

1983年　スウェーーデン核燃料廃棄物管理

　　　　会社（SKB）専務取締役

現　在　SKB社長

…

　　　　　　　　　羅～，縢．ライアン氏

1964年　リーズ大学卒（化学工学＞

1965年　物理・工学修士課程修了，バー

　　　　ミンガム大学

1965年　カナダ原子力公社（AECL）チョ

　　　　ークリバー原子力研究所に勤務

現在AECLホワイトシェル原子力研
　　　　究所廃棄物管理部長

AECLでの20年間，小型原子炉
（SLOWPOKE炉の共同開発者），炉物理，

原子炉の制御・安全，廃棄物処分評価方

法の開発に従事。

　　　　　　　　　森

1923年1月1日生　本籍広島県
1947年　東京大学理学部物理卒

1947年　東大理学部助手

1959年　同講師

【961年　日本原子力研究所入所

　　　　核融合研究室長，

　　　　長，

　　　　職（理事）にi至る。

影回

　　　　　　核融合研究部

東海研究所副所長を経て現
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セッション4

　　　　　　　　　小　林　健羅郎氏

大正1年12月8日生　本籍高知県
昭和田年　京都帝国大学止木工学科卒

　　　　　（工学博士）

　　　　　神戸市役所に入る
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東京電力㈱入社

同社早川水力建設所長

同社原子力開発本部副本部長

同社取締役

同社常務取締役

日本原燃サービス㈱副社長

59年～同社社長

　　　　　　　　　村　田

大正4年3月田日生
昭和12年　回忌工科大学機械卒

　　　　　南満州鉄道㈱入社

　　22年　経済安定本部

　　31年　駐英科学アタッシェ

　　39年　科学技術庁原子力局長

　　42年　動燃事業団理事

　　43年

　　53年　同理事長

亭号

日本原子力研究所副理事長

56年～原子力安全研究協会理事長

58年～放射線安全技術センター理事

　　　長



　　　　　響一リス・ドランジュ域

ig50年　グルノーブル大学理学部卒

1951年　電気化学・電気冶金高等国立学

　　　旧卒
1953年　原子力庁（C巳A）に入る

1961年　ウラン加工サービス部門の長

1964年　プアーグに建設中の新再処理プ

　　　　ラントのプロダクションサービ

　　　　ス部門の長

1974年　ラア…グ工場部長

（1976年CEAのrOO％子会社として
　COGEMA発足）

1982年～COGEMA再処理理事

　　　　　　　ハーマン。シュンク氏

　在日西ドイツ大使館首席参事官（科学

担当）

　　　　　　W．Lウィルキンソン民

　現在イギリス核燃料公社（BNFL）の技

術担当理事。　［984年6月迄は年間約3億

ポンドの予算を扱う再処理事業部の技術

部長（主要プロジェクトの設計建設に責

任）をしていた。

　ケンブリッジ大学で機械科学と化学工

学を研究し，博士号取得。化学技師協会

の前理事長で，1980年より技術特別会員。

　　　　　　ピ凱一ル・スト鵬～ル氏

1926年8月20日　ストラスブール生

パリ大学法学部卒

パリ政治科学学校卒

【959年　ユー翔ケミック社事務局長

［965年～OECD／卜翫A：法律対外関係部

　　　　長，安全規制担当次長を経て事

　　　　務次長

フランス国際法学会および国際原子力法

協会の会員

一一 U5一

セッション5

騨論

難洩・

　　　　　　　　　火　島　恵　一民

1921年1月12日生　本籍東京都

1944年　東京帝国大学応用化学科卒

1958年　英オックスフォード大留学

1959年　東大より工学博士号取得

1961年　東大工学部教授

1974年　OECD科学技術工業局長

現在東大名誉教授，工業開発研究所
　　　　副理事長，㈱テクノバ会長

その他　科学技術庁参与，総理府対外経

　済協力委員会委員，通産省産業技術審

　議会委員，総合エネルギー調査会委員，

　経済企画庁経済審議会委員

　　　　　　　　　醐　堀　正　弘氏

1918年目月i4日生本籍北海道
1940年　高等試験外交科試験合格

1941年　東京商科大学中退，外務省在外

　　　研究員（米国留学＞

1941年　外務省入省

1970年　国際連合局長

1972年　特命全権i大使　在ジュネーブ軍

　　　縮代表部大使
1976年　駐ベルギー大使兼EC代表部大

　　　使
【979年　国連日本政府代表部大使

ig83年～原子プ〕委員　 （常勤）



　　　　　　　JBウーヴリュー氏

1968年　ENA（高等政、台学院）卒

　　　　首相官房特別補佐官

1971年　欧州共同体フランス代表部一等

　　　　書記官

1975年　在イラクフランス大使館二等参

　　　　事官

1977年　在米フランス大使館二等参事官

1979年　外務省官房副長官

1980年～原子力庁（CEA）国際局長，外

　　　　務省顧問，IAEAフランス代表理

　　　　事

　　　　　　　　　韓　　　弼　淳氏

［933年2月20日生

1957年　空軍士官学校卒

1960年　国立ソウル大学物理学科卒
　　　　空軍士官学本交懇懇王難学教官

1964年　米国イリノイ大学物理学修士

1969年　カリフォルニア大学リハーサイ
　　　　トネ交　（王里学す専士）

1970年　国防科学研究所第3事業部長

1982年　韓国エネルギー研究所（KAER［）

　　　　大徳工学センター副所長

1983年～韓国核燃料会社社長

1984年～KAER「理事長

　　　　韓国原子力委員会委員

　　　　　　　ム黒一ルAカーン疵
1958年　国際原子力機関（IAEA）に途上国

　　　　からの初の職員として勤務

1958年一72年原子炉部原子力発電・炉

　　　　工学課長を歴任。原子力発電研

　　　　究炉利用分野のIAEAプロクラ
　　　　ム策定に貢献。

1972年～パキスタン原子力委員会委員長

現　在　先進国，途上国間の理解促進に

　　　　主導的役割を果す。

　　　　lAEAのパキスタン代表理事を
　　　　4期務める。原子力発電と核不

　　　　拡散問題に関わる。

　　　　　　　　」。L。マ隣一ン氏

米国カリフォルニア州生

r953年　ポモナ大学卒（文学士）

1959年　スタンフォート大学卒（法学博

　　　　士）

1967年　ウイラメット大学法学部長

1973年　軍備管理軍縮庁（ACDA）法律顧

　　　　問

1976年　軍縮委会議大使，米国代表

1978年　ワシントンて弁護士

1981年r月　ACDA次長：

1981年6月～国務省海、羊国際環境科学問

　　　　　　題担当次官補
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　わが国における原子力発電の

　信頼性，経済性の一層の

　　向上に貢献するため

原子燃料加工事業者は今日も……

　　一原子燃料加工を支える一

日本ニユクリア・フユエル株式会社

三菱原子燃料株式会社
原子燃料工業株式会社
日本核燃料コンバージョン株式会社
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　　　　　　　GE型BWRは、世界7ヵ国で

原発総出力の50％以上を占めています。

日本、イタリア、スイス、メキシコ、スウェーデン、

フィンランド、そして台湾

　発電炉の選定に当っては、稼動実績と普及状況が大

切な判断基準になります。

　BWR（沸騰水型発電炉）はすでに11ヵ国で稼動して
おり、軽水炉全体の約÷を占めています。

　過去30年近くに亘り、ゼネラル・エレクトリンク社

はBWRの開発・改良の先頭に立ってきました。しか

し同時に、BWR技術は他の多くの先進企業の支援を

得ています。日本、イタリア、西独、スウェーデンの

有力企業が、BWRメーカーとして活躍しており、こ

れらの協力企業とGE社がこれまでに建設あるいは受

注したBWRは100基を超え、発電出力はほぼ9，000刀

キロワットに達します。

　GE社は、9ヵ国19札との間にBWRに関する技術
交換協定を結んでいますが、これによって生まれた強

固な相互協力関係は、BWRメーカならびにユーザー

にとって非常に得がたいものとなっています。これら

BWR技術協力企業が、　GE社との共同開発計陣1ならび

に相互情報交換を進めることにより、BWRの技術基

盤はいっそう強固なものになっていきます。

　日本では、すでに22基のBWRが運転または計画さ

れており、稼動中あるいは計画中の軽水炉発電所の総

発電出力にBWRが占める割合は、ほぼ60％に達して
います。

単純設計かもたらす高い信頼性

　GE型BWRは、集中発電用として改良を重ね、現
在の設計に至りました。最大の特微である“直接サイ

クノレ設計”は、蒸気発生器を不用のものとしました。

この設磯上の単純さが、BWRに高い信頼性を与えて

います。過去5年間、GE製BWRは時間稼動率、設
備稼動率ともに、他の米国製軽水炉をヒまわる実績を

おさめています。

　高い稼動率と普及率一一多くの亀力会社がGE型

BWRを選ぶに当って、この2点が大きな判断基準に
なっていることは、今や疑う余地がありません。

6罷陛RAL ELE6了論鵬⑪

日本ゼネラルエレクトリック株式会社
東京都，巷区赤坂iL－14－14　TEL（03）588－5155

②は米国GE社の登録商標てゲ。

ゼネラルエレクトリックテクニカルサービスカンパニー

　　　　　　　　日本原子力部
東京都港区六本木6－2－31丁EL（03）405－2700
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　ぐ営業項目レ

放射線管理

放射能融除去

放射醗棄物解

ランドリノ
　　　　　　フイ・・ター交換

排水・給排気系

　　輸　　送

　　検　　査

　　　　　レタント
コンサノ

ゆ　』

、蜜

〆
ノ刎

登

札㌦ノ’

技術提携・Quadrex，　LC社（電解除染）　　‘

作業環境測定機関　13－40（第1～5号の作業場）

手帳発効機関N－0627A～C・E～H・J・K，
建　　　設　　　業　（建設大臣許可）般55第9334号

技術革新の担い手

株式会社 原子力代行
本社　〒104東京都中央区銀座5丁目5番12号　文芸春秋別館

　　　　　　　　　　　　　電話　03（571）6059（代表）

分室　〒104東京都中央区銀座6丁目3番16号　泰明ビル

　　　　　　　　　　　　　電話　03（572）5475（代表）

　　福島地区事務所　電話（0240）32－3431㈹　〒979－13福島県双葉郡大熊町夫沢北原22
　　茨城地区事務所　電話（0292）82－1622㈹　〒319一目　茨城県那珂郡東海村村松161－2

　　大阪事務所　電話（06）344－4116㈹　〒530　　大阪市北区堂島浜2－1－8

　　事業所：福島第1事業所、福島第2事業所、東海事業所、大洗事業所、原電事業所、
　　　　浜岡事業所、敦賀事業所、島根事業所、四国事業所、九州事業所
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原子カプラント建設の設計施工

我社はB．W．飛型原子力発電所をはじめ各種の原子カプラント建設工

事に約20年の経験を有し施工に当っては大型電算機による合理化・機

械化の促進をはかり高度な設計と技術を墓に完壁な施工を目指し新エ

ネルギーの旧例を通じて社会の繁栄に答えるべく努力しています。

東芝プラント建設株式会社
　　　　取締役社長杉ノ原政之
本　社解105東京都港区西新橋3丁目7番1号電話438－2111（大代表〉

通同省認定工場　綱畠工場
綱島工場　干222横浜市港北区樽町3丁目2番66号　電話045（531）4141

磯子技術センター
　　　〒235横浜市磯子区磯子3丁目3番21号　電話045（755）1211（大代表）

原子力発電所工事麓0年のキャリヤーと創業以来

磨かれた総合技術：力を奉仕する。

○電気機器据付組立工事

○計測制御工事

○電気配管配線工事

○ページング・電子通信工事

。照明・動力工事

○空調・給排水工事

○変電工事

○地引管路洞道工事

○防災工事

自難開電工
原子力部　東京都文京区湯島4－1一一18　Td　（03）812　5111（大代表）

福島総合事務所　福島県双葉郡楢葉町（0240）25－2477
新潟工事事務所　新潟県柏崎市三山町（0257）45－2987
東海工事事務所　茨城県那珂郡東海村（0292）82－84！5

敦賀工事事務所　福井県敦賀市明神町（0770）26－1262



原子力エネルギーの未来に貢献する

TECの総合エンジニアリング技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TECのエンジニアリングサーヒス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎原子力発電所・核燃料サイクル施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎原子力発璽BOF，エンジニアリング

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎放射性廃棄物処理エンジニ＝Pリング

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎濃縮・再処理・転換エンジニアリング

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O原子力セフティ一元ンジニ：Pリング

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎原子力コンサルティングサービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎コンピューター利用技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な原子技術協力先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎米　　国：ストーンアンドウェブスター社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎ベルギー：ベルゴニュークリア社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎デンマーク：ケミ五一ムエンジニアリング社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎日　　本：日本1ソモテック社

獅　転換技術灘 翌P繭洋エンγニア1ン齋
　本社：〒100東京都千代田区霞が関3丁目2－5霞が関ヒシレTELO3（581）6311（代表）
　原子力事業本部：〒273千葉県船橋市本町7」’目7－1船橋ツインビル　TELO474（25）1161（代表）
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PSR形インターナル
再循環ポンプ
立軸で、原子炉の底部に取付

けられ、原子炉と一体構造に

なっており、モータは炉壁の

外側に取付けられます。

7

●

「
ノ

ド
し

トリシマの原子力発電用

ポンプは

原子力発電所の

省エネルギー、

お応えします。

省力化に

・ノ

、
」

LUV形熱水循環ポンプ
このポンプは水封式三相電動

機（ウエットモータ）とともに

完全に密閉された一体形式で

原子炉一次系では主冷却材循

環ポンプ、滅速材循環ポンプ

として使用されます。

齢酉島製作斯
　　　　酉島ケエスビ商事株試1翁i社

　　　　酉臨サービス株式念社

　　　取締役社長原田龍平

本社・工場　大阪府高槻市宮田町一丁目1番8号

　　　　　智0726－95－0551（大代）

営業所大阪・東京・名古屋・福岡・札幌
　　　　　　・仙台・広島・高松・那覇・シン

　　　　　ガポール
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原子力発電所建設及び保修工事

日本建設工業株式会社
取糸搬社長大島 晃

本　　 社〒105東京都港区新橋5丁目13番11号鱈03（431）7151㈹
神　戸　　支　　店　〒652兵庫県神戸市兵庫区小松通5丁目1番16号（菱興ビル内）　澄078　（618）6926

若狭総合事務所〒914－01福井県敦賀市金山33号脇城13－3　惣0770（23）5682

高浜建設所　〒919－23福井県大飯郡高浜町田の浦偏浜原子力建設所内）　鶴0770（76＞1736

原子：力関係事業所　大洗・美浜・大飯・高浜・伊方・玄海・川内

限界を越えた世にない技術に挑む

営業晶目
く液体ナトリウム〉

○電磁ポンプ

○電磁流量計

○液面計
○加熱ヒータ

〈軽水炉〉
○発電プラント周辺機器

〈その他〉
○液体ナトリウム実験プラント等の設計製作

○各種計測機器の設計製作



酵国闘。開
暉冠〔茎〔茸『胞口〔嘗信頼と技術でのびる富士電機工事

確
か
な
技
術
で
世
界
へ
伸
び
る
i

21世紀に向けて、めざましく技術革新が進むいま。

大きな夢をひとつひとつ実らせるのが確かな技術

です。この、時代が求める多様なニーズに応えて、

着実な歩みを続ける富士電機工事。活躍の場は広

く海外にまでおよび、原子力、火力、水力発電か

ら各種プラント設備、計装設備、水処理設備、電

子制御応用設備、ビル設備まで、多彩な分野に確

かな技術力を発揮しています。

明日を見つめて世界に伸びる、信頼と技術の富士

電機工事です。

多様なニーズに応える営業種目

　○水力・火力・原子力発変電設備

　O一一般工業プラント設備　●計装設備

　●水処理設備　○ビル設備

　○自動制御装置の企画・設計・施工・製作

富士電機工事株式会社
本社〒230横浜市鶴見区平安町i一一29－1
　　　　豊（045）509－2271（ダイヤルイン案内台）

東京支店　〒104東京都中央区八丁掘2一一6－1

　　　　（日本生命東八重洲ピル）豊（03）552－9781（代）

事業所東北・千葉・川崎・北陸・名古屋・大阪・中国・

　　　　・出陰・広島・小倉・福岡・大分・鹿児島づ中縄
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重電・原子ジ甑

輸送・建設◎保全

これらにかかわる

⑪
企画研究、計画、設計、

製作まで
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1トータルコピー／

／電算写植／
／企画・ヂザインノ

○　　　　　　　　　　○

綜合印刷センター

株式禽祉診；F二1蓋ヲー

本社　菓京都千代田区神田神保町1－4

TEL東京（03）294－495／　（代表）



明日の原子力のために

1竃
　　　　』

躍西 艦 。

魁

陶機器・設備の除染・解体・撤去

繭各種施設の運転・保守

鵬原子力・化学・一般機器、装置の
　言斐言口・製作

醗放射線計測器の点検・較正

鵬環境試料の分析・測定

魍各種コンピュータのメインテナンス

技術提携先

原子力枝術株式会社
M／CLε、4Rε～G／M…εR〃＞G　CO，，　LτD．

本　　　社

東海事業所

勝田工場

東京事務所

西ドイツ・クラフタンラーゲン社

米・クォード・レックス社

茨城県那珂郡東海村村松l14i－4

TEL　　O292－82－9006

茨城県那珂郡東海村村松4－33

TEL　　O292－83－0420

茨城県勝田市田崎西原1476－19

TEL　　O292－85－3631

東京都港区南青山7－8一【

小田急南青山ビル5F
TEL　　O3－498－0241
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＊原産の出版物あんない＊

園原子力年鑑　昭和59年版

嗣原子力ポケットブック　昭和60年版

團原子力人名録　昭和60年版

囹核不拡散ハンドブック　昭和59年版

團露日英対訳原子力科学用語辞典

團ソ連原子力開発のすべて

團放射線障害防止法規一一手続便覧

園詳解放射線取扱技術

囹密封放射線源の取扱い技術

囹核燃料の取扱技術

園放射性物質等の輸送法令集　昭和60年版

圏原子力発電所の品質保証システムと実際

團原子力発電所作業管理者のための放射線管理

圏除染・廃棄物管理調査団報告書

B5判／560頁／5，600円（送料350円）

B6判／496頁／4，200円（送料共）

A5判／696頁／5，200円（送料300円）

A5判／570頁／4，800円（送料共）

A5判／350頁／4，500円（送料250円）

A5判／／394頁／4，500円（送料300円）

B5判／268頁／4，500円（送料300円）

A5判／614頁／3，500円（送料共）

B5判／260頁／3，400円（送料共）

A4判／352頁／9，800円（送料共）

A5判／518頁／4，800円（送料共）

A5判／230頁／5，600円（送料250円）

B5判／252頁／5，000円（送料共）

B5判／238頁／5，000円（送料共）

ご注文0@日本原子力産業会議・業務課へ
お問合せは　　〒105東京都港区新橋1－1－13東新ビル6F　TEL（03）508－2411㈹
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繋 千代田は化学プラントで培ってきた

高度なエンジニアリングを
原子カプラントでも生かしてまいります，

瑠

　　　　　　　　　　　　原子力発

　　　　　　　　　　電の普及と

　　　　　　　　　ともに原子力プ

　　　　　　　　ラントの建設には、

　　　　　　これまでよりもさらにエ

　　　　　ンジニアリング’の重．要性が

　　　高まってきています。

　　エンジニアリングがさらに有効に

生かされるものとして、例えば使用済み

　　　　　　　　　　　　　　　　イオン交換樹脂の焼却処理や、焼却に伴

　　　　　　　　　　　　　　なう排ガス処理、焼却灰の溶融化、同樹脂の

　　　　　　　　　　　　酸分処理技術、また廃棄物処理以外の分野でもド

　　　　　　　　　ラム缶貯蔵システム、廃炉に伴なう原子力施設の解体など

　　　　　　　ユーザーが要請する広範囲のものがあります。千代田はこれか

　　　　らも原・子力の分野でもケミカルプラントのエンジニアリングを取り入れ、こ

れら総合技術を活かしご期待とその要請に応えてまいります。

騰システム設計技術　圏制御システム技術　鯛環境保全技術

幽構造解析技術　願流体振動解析技術　圏耐震設計技術

薩地盤解析技術　鵬安全解析技術　●材料溶接技術　麗AE検査技術

o開四〇〇A

⑨千代田化工建設L　東京本社〒108東京都港区三田一丁目幡28号
　　　三田国際ヒル　電話（03）456－12目
　一　「　－　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　一　一　■
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神戸造船所原子力サービスセンターの言川練機器

三菱重工の原子力発電プラント
すでに電力供給の重要な一翼を担う原子力。

三菱重工は、高い信頼性と安全性を誇る加圧

水型軽水炉（PWR）の製作を手がける国内唯

一のメーカーとして、豊富な経験と実績を積み

重ねてきました。いま、高度な技術力をもとに、

新型軽水炉（APWR）をはじめ、新型転換炉、

高速増殖炉、多目的高温ガス炉、核融合炉など

次世代炉の開発を幅広く進めています。

三菱重工は、先進の技術で明日のエネルギ

ーを支えます。

《主i墨岡目

三菱重工業株式会社
本社原動機事業本部原子力部 東京都千代田区丸の内2－5－1　〒100舩（03）2123111　支社：大阪／名古屋／九州／北海道／中国／東北



勘鰍こころをこめて75隼 画H凧CH膿

新たな電力エネルギー創造に貢献する

　　　　　　　「日立」のシステム技術。

日立グループは、重電をはじめとする

各分野の技術を駆使し、原子力発竃

の建設に貢献。また、各種発熱機器の

．製作を通ビ、新しい毘力エネルギー

の創造にとり組んでいます。

＜主要製晶＞O沸騰水形原子力発電

プラント機器および燃料◎新形発電

麗麗機器およびR＆D設備Oウラン濃

縮機器◎核融合実験装置

日立原子71発酉用機器
　　　　　　　　　　お問い合わせば＝原子力事業部／電力営業本部　〒101東京都干代田区1神田駿河台四．r目6番地　亀、1訂東京（03）258－n11〈大代〉
株武會鮭臼立製佗．所または最寄りの支店へ大阪（06＞203・一578砕轟剛092）741－5831・名鹸ミ（052）25131U・札幌（σ11＞261・3131・flll台（0222）230121

　　　　　　　　　　｝・ひ「iil（0764）33－85正1・μζ溜）（082＞223・4111・西む季公（0878＞31．．2111


